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製造物責任とは一般に製品の欠陥によって人の生命身体・財産に損害が生
じた場合，その被害者がその製品の流通業者ないし製造者に対して責任を迫
（１）
及する法理であると定義されている。そこで，製品の欠陥によって生じた生
命身体・財産に対する損害は当然製造物責任の対象となる。 しかし，さらに，
このような損害を伴わぬ単なる欠陥の修理費や， 欠陥製品であったためにそ
の製品を利用できなかった結果生じた営業上の損失なども製造物責任の対象
英米を始めとする少なからぬ国含では， このような損害はエとなりうるか。
コノミック・ロス（economicloss）であるとされ，エコノミック・ロスの染
（２）
の損害については被害者は製造物責任を追及しえないとされている。これは，
エコノミヅク・ロスの糸の不法行為法による賠償が制限されてきていること
と対応しているのである。このようなことから，それらの国々では被害者は
製品から生じたエコノミック・ロスの救済の途が全く絶たれているというこ
つばら契約責任によこのような損害の賠償はも るべぎだととを意味しない。
6６
この原則には少なからぬ例外が存在すると考えられているのである。
（３）
いう,点も注意を要する。
また，
ロスの概念の中に入る製品の暇わが国でも，英米におけるエコノミック
疵や不具合・故障などの価値を減少せしめる損害は不法行為責任の対象とな
（４）
らないとする見解が一般的なものであるといわれている。また，ニコノミッ
（５）
ク.ロスの概念の有用性を指摘する者もいる｡これに対し，民法709条に!ま，
そのような制限が存在しないことから，エコノミック・ロスの承の損害の賠
（６）
償も当然認めらｵしるべしとする見解も強力に主張されている。英米にあって
もまたわが国にあっても， 故意による不法行為の場合にはニコノ ミック・
最後の説ロスの柔の賠償が認められることに何ら問題はないのであるから，
の真意は単なる過失によってもニコノ ロスの糸の賠償を一般的に認ミック.
めるくしとするところにあるといえよう。
民法709条の文言からすれば制限否定説はもっともな見解であっ確かに，
いまさら英米における製造物責任の二コ ミック・ロスをめぐる議論をて， ノ
検討する必要は何ら存在しないともいえるかもしれない。しかし，エコノミ
（７）
ツク・ロスのみの損害の賠償の可否:がポリシーの問題であるとの指摘Jや，エ
ロスの承の損害の不法行為責任を認めているフ ランスと原則とコノミック
して過失責任では否定するドイツとで，その結論はまったく異なるものでは
（８）
ないとの指摘などからすると，実質的な問題性Iまわが国と英米とで異ならな
く9）
いのではないかという推測をすることが許されるであろう。もし，この推狽Ｉ
が正しいものとするならば！ たとえ結果的にエコノミック・ロスの賠償の制
限を否定することとなったとしても， 英米での製造物責任におけるエコノ 、
ロスをめぐる議論で何が実質的に問題とな‐うているのかを明らかにすツク
ることは， わが国の製造物責任を考える上でも， また，英米の製造物責任を
理解する点からしても少なからぬ意義があるものと思われる。 また，私自身
ロスの柔の損害をもたらす製品の暇疵についてはもかつて，エーノミック
つばら契約法にもとづいて解決されるべきであり， 他方，製品の安全性に関
原則として製品の価格や契約の具体的内容に一切影響を受けないとしては，
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考えるべきで，それについては不法行為法で処理されるべきでないかと考え
⑩
た。ただこれは，製造物責任におけるエコノミック・ロスの問題1こついて十
分検討をした後の結論でなかったので， この問題を採りあげる必要を感じて
本稿は私自身のこの課題に答えよう とする意味をももつのでいた。そこで，
ある。
本稿では，まず，製造物責任におけるエコノミック・ロスとは何か，およ
びその問題点を概観し(Ⅱ），次にイギリス(Ⅲ）とアメリカ(Ⅳ)における判例
の状況を明らかにする。その後，エコノミック・ロスをめぐる判例・学説の
議論を整理・検討し（Ｖ)，最後にこれらをまとめるとともに，わが国での
問題について若干の指摘をしたい (Ⅵ)。
製造物責任研究会の「製造物責任法要綱試案」 の三条は，「製造者は，製造物(1)
身体又は財産に損害を受けた自然人に対し，の欠陥により生命，
する責に任ずる」
その損害を賠償
川井健・製造物と規定する。わが国の製造物責任に関しては，
責任の研究（1979）の糸をあげておく。なお，中井美雄「製造物責任における損
害論(-)｡」立命館法学1975年４．５．６号289頁以下1977年１号34頁以下参照。
(2)英米を始め，ドイツ，オーストリア，オランダ，スカンジナビア諸国をあげる
ことができる。この点については，「ヨーロッパ保険会議（ＣＥＡ）の製造物賠
償責任保険に関する報告」経済企画庁消費者行政第一課編 ･続消費者被害の救済,
321-325頁（1978）世界各国の製造物責任を概観するにはJSchmidt-Salzer，
Produkthaftungimfrazbsischen・belgishen，deutschen，schweizeri．
schen,enl2dischen,kanadischenundus-amerikanischenRechtsowie
inrechtspo1itischerSicht（1975）；PRoDucTLIABILITYINEuRoPE（1975）；
HTEBBENs,INERNATIoNALPEoDvcTLIABJLITY（1979)などがある。
(3)Ｊ・HEYPoMEcoNoMIcToRTs
況を要領よく述べている。
1-8（2ｎｄｅｄ］978）がコモンロー諸国の状
ＮＢＬ146号７頁（1977）(4) 北川善太郎「保証条例における私法理論」
(5)徳本伸一｢過失による送電線の切断と損害賠償請求一ドイツ法を中心として_」
川崎秀司先生－重倉瑛祐先生古稀記念・現代の民事法105頁以下（1977)．
(6)浜上則雄「製造物責任における証明問題㈹」判例タイムズ328号24-27頁（197
５)，浜上ﾛﾘ雄＝加賀山茂「商品表示と消費者保護(､(､」ジュリスト689号111頁以
下，同690号115頁以下（1978)，庫談今「製造物責任」浜上発言・自由と正義2８
6８
巻13号14-15頁。
(7)広川浩二「製造者責任（プロダクツ・ライアピリテイ）－アメリカの判列を
中心として口完」民商法雑誌64巻５号832-3頁（1971)，田井義信「英米の
Negligenceに於ける損害賠償の範囲について」同志社法学２４巻３号91-8頁
(1972)，円谷峻「製造法責任と損害一財産損害を中心に－」一橋論叢70巻６号
４７－８頁（1073)．
(8)Ｋ､Zweigert,Ｈ,K6tz,EinfUhrunglnDieRechtsvergleichuｎｇＬ３４８
(1969)。また，イギリス法とフランス法を比較検討するMarchall，Ｌわり"iZy
/bγPzcγＧＥＣＣ"o”ｃＬｏｓｓ」VどgljgZ"'ｌｙＣａｚｕｓｅａ－彫e"cﾉｾα"αＥ"gﾉﾌﾞsﾉtLczz(ノ
ＣＯ"2P”Ｂａ,２４１．Ｃ､Ｌ､Ｑ､７４８（ｴ975)．
(9)円谷峻
（1973）参Ｈ
｢製造物責任と損害一財産損害を中心に－」 一橋論叢70巻６号50頁
照。
⑩拙稿「アメ リカにおける製造物責任の法的構成―特に不法行為法上の厳格責任
を中心として－」早稲田法学会誌24巻221-222（1974)．
Ｈ製造物責任におけるエコノミック・ロス
１エコノミック・ロスとは何か。広い意味では，すべての損害は，経済
的損失であるといえる。しかし，通常，エコノミヅク・ロスとは，身体およ
び財産に対する物理的損害（physicaldameges＞に対立する損害概念として
用いられている。たとえば，
金銭的な損失，得べかりじ
契約の目的を達成できなかったことにより蒙る
し利益の喪失，いわゆる企業損害などであり，一言
でいえば「ポケットに入らなかった金銭およびポケットから出ていった金銭
⑪の損害」のことであるとし､えるのである。
２製造物責任との関連でいえば，暇疵による製品の価格の減少， 修理ま
し利益
，間接
ら間接的に生ずる得べかりたは取替の費用および， そのような損失か
の喪失などである。通常，前者は直接的エコノ
⑫
的エコノミック。ロスと呼ばれている。
後者は，ミック・ロス，
身体または財産に対する物理的損害を伴って生ずるエコノミ３ ツタ・ロ
しかし，
ク・ロス
不法行為法によって認められる。スの賠償は，どの国においても，
それらの損害を伴わぬエーノミ ヅク・ロスは，純粋なエーノミ ツ ｡
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(Pureeconomicloss）と呼ばれ，この純粋なエコノミック．ロスの賠償に
ついては，少なからぬ国々で， 契約責任に基づいては認められるものの， 不
法行為責任によっては制限されている。 イギリス，アメ リカなどのコモン戸
,そこで，原則とし
ミック・ロスは，直
_諸国も， このような見解をとっていることは前述した。
製品の暇疵による価格の減少のような純粋なエコノて，
接契約関係にある小売業者に対して， 契約責任にもとづいて賠償請求をなす
ことができるが， 契約関係にない製造者に対して， 不法行為責任であるネグ
リジェンスで追及することはできないとい うこととなるのである。イギリス
では，製造者と使用者間にきわめて限られた場合に契約責任を認めるにすぎ
⑬
なL､ので，ネグリジニソスの法理を使えないとすれば，消費者は，エコノミ
製造者に対してご <限られた場合にしか民事責任をツク・ロスについては，
追及しえなくなる。
アメリカにあっては， 明示の保証にもとづいて， エコノミック・ロスにつ
製造者の責任を追及できるが， 黙示の保証については純粋なエコノ７辿奎ご沖〃一
二
ツ
ク・ロスについては，多くの裁判所では，依然として，契約関係を必要とし
ているので，黙示の保証によっては，製造者に対し，エコノミック・ロスの
ネグリジェソスおよび不法行為法上の厳格責任そして，賠償を求めえない。そ
にもとづくエコノミック・
ろ｡
ロスの賠償も多くの裁判所は否定しているのであ
４このように純粋なエコノミヅク・ロスについては，不法行為責任，特
ジェンスにもとづいて責任を追及しえないとする原則は，に，ネグリ エコノ
ミック・ロスと財産に対する物理的損害の区別を前提としているが，その区
００
別は必ずしも容易ではない。ある学者や若干の半U例は製品自体に豪った損害
をエコノミック・ロスとしているが，一般に，アメ
の損害についても，その損害が，たとえば，自動津
リカの裁判所は製品自体
自動車の衝突のように，突然の，
または激しい（suddenorviolent）事故によって生じた場合は，物理的財産
⑬
損害に分類している。ところ力:，また，多くの裁判所は，製品自体に物理的
それが，突然ではなく， 徐点に発生したときには，な損害が生じたとしても，
７０
もI土や，それは物理的財産損害ではなくエコノミック・ロスであるとしてい
⑯、ろのである。このような区別はそれほど説得的なものではないといえよう。
イギリスにおいては，製品自体の欠陥が生命・身体に危険であるような屯
旧
のは，物理的損害とする傾向力:あるようにおもわれる。しかし，安全でない
という欠陥と，安全ではあるが，品質の劣るものとの区別は常に明白である
⑲
というわけではない。たとえば，よくきかない接着剤は安全I性と関係なし､と
もいえるが，重たいものをつけたが，それが落ち，けがをする可能,性を考え
れば危険だともいえる。
また，製品自体の損害をエコノミック・ロス，製品以外の財産に対する損
害を物理的損害と区別したとしても，その区別も必ずしも容易ではない。た
とえば，自動車のエンジンに欠陥があって衝突事故を起こし，自動車が破損
した場合，欠陥自動車として製品自体の損害になるのか，それとも，エンジ
ンに欠陥があったことを強調して，その損害はエンジンという製品以外の財
産に対する損害と糸るべきなのか。もし，このエンジンが，自動車を買った
後，以前のエンジンと交換し，しかもその自動車のメーカーがつくったあの
㈱
でない場合Iまどうであろうか。
このように，エコノミック・ロスは必ずしも常に物理的損害と明確に区別
することができるわけではない。そこで，このような区別に対して疑問が生
ずることとなる。また，エコノミック・ロスの賠償はネグリジニンスでは認
められないとする原則も，エコノミック・ロスをどのように解するかによっ
て，具体的な結論が異なってくるということにもなるのである。
(１，浜上則雄「製造物責任における証明問題九」判例タイムズ328号28頁注3１（197
の。
⑫Note,ＥＣＯ"Ｏ脚ｉｃＬｏｓｓｉ〃Ｐγo`"C/SL/Cz6ﾉﾉｺﾞbノガ〃"γjSPγzに"Ce，６６CoLuM．
Ｌ・ＲＥＶ、917,919-20（1966）〔以下Ｐ’0“cｵＳＬｉａ６ﾉﾉﾉﾒjﾉﾙｧｶﾞSPγz…"ｃｃで引用
する｡〕；Edmeades，ｒ汎ｅα/α`ＣＪＳ‘α"ａｓＪＴ７ｔｃＲｅｃｏＵｅかｏ／ＥＣＯ"0”ｃＬｏｓｓ
ノフｚＡ腕”fcα〃Ｐγocmc/ｓＬｆａ６‘"fy,２７ＣＡｓＥＷ,ＲＥＳ.Ｌ・ＲＩｗ､647,657-2（1977）
〔以下Ｅａｍｅｄｅｓで引用する｡〕
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⑬佐藤正滋
頁(19)。
｢製造物責任の諸問題(3)広告・説明書」 現代損害賠償法講座４，３９８
(19Franklin，Ｗｿhe〃ＷＤｱﾉｄｓＣｏ"i`e：Ｌｉａｂﾉﾉ/がTWeo7icsα"ａＤｉｓｃＪａｉ噸”ｓｚ〃□
､雄c""ｃ－Ｐγ0α"cオcases,l8SrAN．Ｌ・REV､974,981（1966）〔以下Franklm
で引用する｡〕．もっとも，Franklin(よネグリジーソスにもとづく責任の成否を損
害の種類によって区別することには反対している。判例にも製品自体の損害を二
コノミック・ロスとするものもある。たとえばMidContinentAircraftCorp．
v・CurrySpayingService，Inc.，２１Tex，Sup．Ｃt､Ｊ､４８１（1978)．ＣＡＳＥ
NOTE,４４ＪｏｕＲＮＡｍｏＦＡＩＲＬＡｗＡＩｗＤ COMMERCE､２８（1978）はこの判決のノー
ヅク・ロスとすることに賛成する。
ｓ”γａｎｏｔｅｌ２，ａｔ９１８；Edmeades，
ﾄであるが製品自体の損害をエコノミ
(１０Ｆ７０“c/ＳＬｉａ６ｉ"bﾉﾙﾅiSpγ““Ｃｅ，
ｓｚ妙γαｎｏｔｅｌ２，ａｔ651-2.
⑬Ｐγoazcc'ｓＬｍ６ｉ"b)ＪＥ幼aFJ`i'７９７閲ｃＰ７ＤＰ〃b'、α魂egFExccP"o〃/〃Ｐ"γｃ
ECO"0"zrcLossCascs,５４CIII-KENTL,ＲＥＶ、963,968-70（1978）を参照。
⑰Franklin,ｓ”γα
⑬Cane，Physicロノ
notel4,ａｔ９８６－８はこのことを詳細に述ぺる。
Cane，ＰﾉﾔysjcロノLoss，ECO刀0Ｊ"ｉｃＬｏｓｓα"ａＰ７ｏａｚＬｃｌｓＬｉａ６ｉ/iiy,９５Ｌ､Ｑ・
REv､117,123（1979）〔以下Ｃａｎｅで引用する｡〕を参照。
⑲Ｃ､ＭＩＬＬＥＲＡＮＤＰ,LovELL,PRoDucT
ANDP・LovELLで引用する｡〕
⑳乃忽．
LTABlLTY329（1977）〔以下CMILLER
慨、イギリスの判例の概観
１イギリスの製造物責任は主としてネグリジェンスにもとづいて追及さ
＠り
れてきている。このネグリジニソスによって身体や製品以外の財産に対する
損害の賠償を製造者に対してなしうることについては何ら問題とならない。
また，たとえ，生じた損害がニコノミック・ロスであったとしても，身体傷
害や財産損害の賠償が認められ， それらの損害の結果として生ずるものであ
れぱ，
者は，
２
傷害を受けた者，またはその損害を受けた財産の所有者もし<
⑫
そのエコノミック・ロスにつし､ても賠償請求をなしうる。
|ま占有
欠陥によって製品自体に生じた損失の賠償は，これに対し
められなかった。，
長い間認
これは，このような場合，原告の主張は欠陥がもたらす製
7２
この損失
，品質の
多く支払いすぎたという点にあるので，品の価値の減少によって，
Iま，物理的損害ではなく』物理的 エコノミヅク・ロスに属する。契約責任は，
不法行為責任は品質の暇疵の結果として生瑠疵によって裏切られた期待を，
ずる損失を取り扱う。そこで，このような訴は，契約責任にもとづくべきで，
このような理由にもとづいているのであ不法行為責任によるべきではない。
閏
る。
そのまま適用されるか否かは， いくら３ところが，製造物責任一般に，
か問題があるものの，一般には問題なく適用されるであろう
剛
ろ半I例によって，この原貝Uは変化してきている。
と考えられてい
”
(1)口火を切ったのI主Duttonv･BognorRegisB1dg､ＣＯ，事件である。
不安定な土台に建てられた家であったため， 家の壁や天井にひびが入ったり，
窓や戸が締まらないなどの事態が生じたので， その家の二度目の買主は，そ
の家屋を建てた建設業者とCouncilに対して，修理費と価値の減少による損
燭
失の賠償を求めた。Councilに対する訴Iま,PublicHealthAct,１９３６にもと
づいてつくられた条例（byelaws） による適切な検査を行なわなかったとい
う注意義務違反を理由としている。建設業者とは和解をしたので， Council
に対する訴の糸が実際には問題となった。
このような家の価値の減少自体の損失はエコノ ミック・ロスであ
Ｓｃ・皿．（United
.Ｂ,３３７を引用し
被告は，
り，その
kingdom）
た(312％
ではなく，
責任は拡張されないとして，ような損失まで，
Ltd。Ｖ,Ｗ、Ｊ
これに対し，：
Whittall＆ＳｏｎLtd．〔1971〕 I．Ｑ､Ｂ、
Denning卿は，この種の損害はエコノミック・ロス
物理的損害であるとする（312）が， その理由とするところは必ず
Sachs判事も同じ意見ではあるが， むしろ物理的損害しも明らかではない。
ロスかを問うこと自体誤まっているとする (319)。これに力ミニーノミヅク
対し，Ｓｔａｍｐｔａｍｐ判事は，
出さない義務があるが，
製造者は買主に損害をもたらず危険な製品を市場に
暇疵ある役にたたない，あるいは価値のない製品を
(329)。そこで，もし隠れた暇市場に出さないようにする義務はないという
疵ある家を建てないと いう注意義務が建設業者にないとすると， Ｃｏｍｈｎｌｌの
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責任の肯定は困難となるが，Councilに課せられた義務の性質から，その責
任を肯定する（330)。
⑰
（２）Ａｎｎｓｖ・MertonL.Ｂ､Ｃ・事件もDutton事件と似ﾌﾟﾔﾆような事案であっ
土台が設計図通りの深さがなく，た｡ 動いて，その上の家の壁にひびが入っ
こで，その家の賃借人らは，Council
または，適切な検査をしなかった注意
たり，床が傾いたりしてしまった。そこで
に対して，土台を検査をしなかった，または，
義務違反を理由に修理費の賠償請求をなした。 不法行為法で救済される損害
の種類について多く議論はなされてはいないが， 本件でもWilberforce判事
原告の蒙った損害をエコノミック. 戸スではなく物理的損害としたlま，
39)。
(10
Salmon判事も同様な老えのよ うに思われる（1050)。
Wilberforceは終始， 身体の安全と健康の保護を強調している。 たとえば，
不適当な土台をもつ家の引渡しによって直ちに生ずるのではなく，訴権は，
建物の居住者の健康の安全に対し切迫した建物の状態が， (presentorim-
iは，建物の危険適切な損害の額は，minent)危険となった場合に発生するとし，
を除去するための修理に要する費用である とする。
これらの判決が製造物責任にそのまま適用されると考えた場合， 現在(3)
うに述ぺることができるであろうか。のイギリスの判例の状況をどのよ
暇疵によって何らかの物理的損害が生じている場合には①製品自体に，
賠償が認められるであろう点については問題がなかろう。 先に承てきた判決
このような場合の損害を物理的財産損害と染ているからである。Iま，
しかし，このような損害は理論的にはエコノミック・ロスに分類されるぺ
御固
きであるとの主張も強い。カナダ最高裁半U所もRivitowMarme事件で，ク
レーンが暇疵によって内部分解することは物理的損害ではなくエコノミ ツク
クレーンの修理費の賠償を認めなかった。・ロスであるとし，
コノミヅク・ロス、
もっとも，＝
ック・ロスである得ぺかりし利益の賠償は，製造者の警告義務違反に
もとづいて認められている。
② 製品自体にも何ら物理的損害が発生していない場合にまで， 製品の暇
疵の修理費用の賠償を請求しうるとする準則は， 先の判例からただちに導く
7４
鋤
ことIま困難であろう。 そのような損害は，もはや物理的損害と象ることIまで
ＣＤ
ツク・ロスとされざるをえなし､からである。きず，純粋なエコノミ
ところが，ニュージーランドのＢｏｗｅｎｖ･ParamountBuilders（ＨａｍｉＬ
国
to､）Ｌｔｄ事件は前述の諸判決と似たような事案であったが，裁半U所は，傍
論で，暇疵によ って実際に物理的損害を生じていなく とも，建物の損害のお
それを回避するため，暇疵を修理する費用を物理的損害として，その賠償を
⑬
求めうることを認bbた。また，カナダのRivitow事件で，Laskin判事は，
人や財産に損害の発生が予見しうるときには，ニコノミック・ロスの賠償を
“
認めるべきだと主張する。そしてＡｎｎ事件で，Wilbenforceﾘ則は，これら
の見解を肯定しており，先にも糸たように， この事件では確かに建物自体に
物理的損害が生じていたが， 健康や安全への切迫した危険が重要な点であっ
たので，この事件で，たとえ物理的損害が発生していなく
御を修理する費用の賠償を示唆したともし､えよう。
とも，危険な暇疵
③ そして最大限いえたとしても， 物理的損害をもたらす危ここまでで，
険のない瑠疵の賠償の準則は， そこからは導びくことはできない。エコノミ
ツタ・ロスの賠償を認めるHedlyByrne事件の準則も，その要件の厳しさ
㈱
力､ら製造物責任においては，重要な機能が果しえないことが指摘されている。
これに対し，Atiyahは，単なる製品の暇疵の修理費に対する製造者の責
勧⑬御任を認めるべきことを示唆する。その後，MillerおよびLovellとＣａｎｅと
で対立がふられるが，両者とも， 製造者が宣伝や製品の品質に関して消費者
に一定の期待をつくり出した場合には，どのように法的構成するかは別にし
餌
て，製造者の責任を肯定してし､ろ。また，カナダのWaddamsも修理費の
ような損失につい ソスによる製造者の責任を一般論とてネグリジェ しては否
定するが， 製造者が製品の品質につき何らかの表示をなし， 消費者がその表
示を信頼した場合には， 製造者の責任の可能性を認めている。
さらに詳しいこれらの学説の検討はしない。ここでは， 後にアメリカの判
例を承犬後アメ リカの議論といっしょにとりあげる こととする。共通する点
が多いからである。
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･ロスに関して重要であると恩われ製造物責任におけるエコノ ミヅク４
るイギリスの判例は直接動産の製造物責任に関するものでないだけに， これ
らの判例から導びかれる準則がそのまま製造物責任一般においても適用され
うな準則が抽出されるのかるか否かは問題がある。 また，それらからどのよ
ひとまず前者を肯定すれば少なも議論が分かれるところであろう。しかし，
<とも次のようなことをいうことができる。 イギリスのこれまでの判例を最
t広く解したとしても，実際に生命身体や財産に物理的損害が生じていなく
仰
ともそのような損害をもたらす危険のある暇疵力:ある場合には，そのような
ところまでであり，でであり，何らの危
とはいえ，そこまで認め
賞はネグリジェソスでは
暇疵を修理する費用の賠償が認められるという
険もない暇疵の修理費の賠償までは認められない。
られているとすれば，エコノミック・ロスの糸の賠償はネグリ
製造物責任の領域においても一部くずれ，認められないとする原則は， この
ような不法行為法は従来の保証責任（Warranty)の果した機能の一部をもつ
⑫
にいたってし､るともいえるであろう。
⑪イギリスの製造物責任については，わが国の文献としては，有泉亭「生産物責
任論一沿革と比較」現代損害賠償講座(4)235頁（1974）；長尾治助「イギリスにお
ける生産物責任の検討作業について」民商73巻４号8６（1976）；飯塚和之「イギ
『生産リス-1972年欠陥建物法」ジュ リスト597号65頁；横田貢一 ﾛイギリスの
物責任報告書』」民商78巻２号235頁；経済企画庁消費者行政第一課編・続消費者
被害の救済（]978)，イギリスにおける文献としてはＣ・MILLERANDPLovELL，
PRoDuc⑰LIABILITY（1977）；CMILLER，PRoDucTLIABILITY＆SAFETY
ENCYCLOPEDIA（1979）の染をあげておこう。
⑫Cane，ｓ”ｍｎｏｔｅｌ８，ａｔｌｌ９．
I`･ａｔ123.
すなわち，
⑬
⑭
本文で示される判例は欠陥不動産に対する建設業者ないし地方自治
地方自治体の責任問題を除き建設業者の責任体の責任を追及する判例であって，
建設業者の責任と製造者の責任は長い間異なったの承に問題を絞ったとしても，
取り扱いがなされてきた。イギリス法では身体傷害に対する製造者の責任は建設
業者の責任よりもかなり以前に確立されたのである（C・MILLERANDELovELL，
s”γα,ｎｏｔｅｌ９ａｔ３２２)。そこで，必らずしもこれらの判例が製造物責任一般に
適用されるということには厳密にいえばならないかもしれないが，学者達は問題
7６
なく適用されるであろうとしている。たとえば，Smillie,Lfa6i"fyo/BHfJzeγs，
REV・’０９０９７８）
・Ｃｅ，Ｔｂブノ、Cl"0‐
6９（1978)．ただ，
ＭＧで引用する｡〕
α"ａＶｅ“0γｓ九γjWg！煙"cc,８Ｎ.Ｚ､Ｕ､Ｌ、Ｍｚ""/izc'"ず〃ｓ
〔以下，Smillieで引用する｡〕；Cane,ｓ"ｐγαｎｏｔｅｌ８；Wallace，”ずＩ
〃sﾉbesCo"ﾉﾅαcノブ〃｣VczuCo"sﾉﾘwc"o",９４Ｌ､Ｑ･REV60,68-69（1971
Ｊ.FLEMING,ＴＨＥＬＡｗｏＦＴｏ恥Ts，１７４（1977）〔以下』・FLEMING ノ
は否定的なようである。
㈲〔1972〕ｌＱＢ,373；〔1972〕ｌＡＬＬＥ.Ｒ､４６２；〔1972〕２Ｗ.Ｌ・Ｒ 299．以
下，Ｗ,Ｌ,Ｒで引用する。またその頁数を本文中に入れて引用する。
鯛２６Geo.Ｖ､＆ｌＥｄｗ.Ⅷ,０４９，ｓ、１（Ｕ,Ｋ､）
､7）〔1977〕２Ｗ・ＬＲ､１０２４（Ｈ,Ｌ､）頁数を本文に入れて引用する。
⑬たとえば，Miller，ｊＶｏｊｅｓｏ／cases，３６Ｍ．Ｌ、REV､199,204-5（1973)；
Rogers，Ｄ２/bcriDePｸﾞc抑iscs-TﾉｹCCC""ｃｉＪＷｉＪＪＰａｙ〔1972Ａ〕Ｃ、Ｌ､Ｊ､２１１，
213-4；Wallance,Ｆｙｏ腕Ｂａｂｙ/o〃ｊ０Ｂａ６ｅＪ,〃αZVezuPaｵﾉｶ九「1Vぢ9J唾刀Ｃｅ，
９４Ｌ､Ｑ､REv、１６，１９；CMILIJER．ＡＮＤＰ・LovELL，ｓ"ｶﾅαｎｏｔｅｌ９,ａｔ３３２な
ど゜
GCIRivitowMarine，Ltd.ｖ･WashigtonlronWerks，（1974)，４０，Ｌ､Ｒ・
（3.）530．ＣＷＲＩＧｍ．Ａ・LINDEN，CANADIANToRTLAwcAcEs,NoTEsAND
MATERIALs625-633（6ｔｈｅｄｌ９７５）によった。この判例の評釈としては，
TanCelin,lVojes"cases：ＥＣＯ"o腕ｉｃＬｏｓｓｃｓα"‘Ｐγo“ｃｆｓＬｊａ６ｊ"bﾉ，３７
Ｍ.ＬＲＥｖ,３２０（1974)；Waddams,５２CAN.Ｂ・REv､９６（1974）がある。
(3(》Wallace，Tbγ/ＤＣ腕oﾉﾉs〃ＣＳＣＯ"かａｃｒｉ〃lVe抑ＣＯ"sか"cﾉｺﾞo",９４Ｌ,Ｑ,REv、
６０，６７（1978)；Wallace,lWgligwzceα“Ecozﾉ0腕icLoss,９４Ｌ,Ｑ・REv､331,
3330978)．
Cane，ｓ”ずａｎｏｔｅｌ８，ａｔ130.⑪⑫
この判決を詳細に検討してい〔1977〕1Ｎ､ＺＬ.Ｒ､394.この判決については，
るSmillie，ｓｚ`Ｐｒａｍｏｔｅ２４によった。
⑬RivitowMarineLtd.ｖ・WashgtonlronWorks(1973）６Ｗ.Ｗ,Ｒ､６９２．
“ｎJ,７１５．Ｃ・WRIGHT。Ａ・LINDEN，CANADIANToRTLAwcAcEs,ＮｏＴＥｓＡＮＤ
MATHHIALs632（6ｔｈｅｄｌ９７５)．
鯛Wallace，ＺｂγＺＤｅ抑ｏｌｉｓ力ＣＳＣＯ"かαcオノ〃lVEz(）ＣＯ"sZγ"c〃o"，９４Ｌ､Ｑ・ＲＥＶ．
60,67（1978）；Wallace,Neg1檸冗ｃｅａｍＥｃｏ"oz(ﾉｶﾞcLoss,９４Ｌ,Ｑ・ＲＥＶ､３３１，
332-3（1978）；Cane,ｓ”ｒａｎｏｔｅｌ８，ａｔ134.ＪＦＬ回MlNG，ｓ”γαｎｏｔｅ２４ａｔ
505-6も危険な暇疵を修理する費用の賠償を肯定する。
㈱Ｃ,MILLEILANDP・LovELL,ｓ"Pγαｎｏｔｅｌ９，ａｔ337-8．
㈱Atiyah,｣Vcgj蜂"ｃｃα”ECO"0腕ｉｃＬｏｓｓ,８３Ｌ､ＱＲＩｗ､248,276（1967)．
⑬Cane，ｓ”γαｎｏｔｅｌ８，ａｔ138-40.
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㈱ＣｏＭＩＬＬＥＨＡＮＤＰ・LovELL，ｓ"Ｐ７ｚｚｎｏｔｅｌ９，ａｔ328-44.
㈹Ｓ､WADDAMs，PRoDucTBLIABIL1TY，27-31,227（1974）〔以下Ｓ,WADDAIus
で引用する｡〕・ちな糸に,カナダの製造物責任についての文献は,Waddamsの箸
W7bﾉｫﾉheγ、z"s"αノ
CO"功e"saZi0〃Ｐ４５
Linden,ＡＣＣ"r”ｙ”ＴｂγｆＬａｚｕｉ〃Ｃａ"αα“者の他に，
､α"gwPs，ProazJcrsLm6i"が,α"‘Ａ"#０噸o6jJeAcci`e"#
T/ｂｃＳＺγｉｃｊＬｉａ６ｉＪｉが”Ｓｚ埴pJi”ｓｏノCANoBREv831（1967)；Waddams，
Coo`s,３７ＭＯＤ．Ｌ,REv，1540974)；c . ,１５４（1974)；Ａ,LINDEN,CANADIANToRⅡＬＡｗ４６９－
５０９（1977）などがある。
⑪一体どの７匡度危険性を必要とするのかが，問題となるが，この点に関し重要で
あると思われる判例にＢａｔｔｙｖ・MetropolitanRealisationsLtd,事件〔1978〕
2Ｗ.Ｌ,Ｒ､５００（C､Ａ）がある。Dutton事件，Ａｍｌ事件はともにCouncilの
責任が問題の中心であったが，この事件はデベロパーと建設業者の責任が直接間
原告が借りた土地が地すべりを起こし，すでに庭にはその被害が発題と された。
明確ではないが遠からぬ将来家が倒壊する恐れがあった。そこで，し，時期は生
デペロパーを契約責任と不法行為責任にもとづき，建設業者を不法行為責任によ
すなわち物本件は庭がすでに地すべりで被害を受けている，って原告は訴えた。
たとえ被告の責任を肯定する為に物理的損害が必理的損害が発生しているので，
要としても問題はないとＭｅｌMegaw判事は述べる（512-3)。さらに,被告の建物の
状態が居住者の健康ないし安全に切迫した危険とならなければ， 訴権は発生しな
本件を建物居住者の安全や健康に切迫した危いという被告の主張(511）に対し，
険のある事例として何故取り扱えないのかと疑問を述べ， 家が倒壊する正確な時
期を誰も知ることはできないのであるとし，私見ではこのような事情にあって切
迫していない危険であるからという理由で建設業者に対する訴権は発生しないほ
ど，法は愚かなものではないのであると判示する。
⑫Wallance,Ｆｙ０〃Ｂａｂｙ〃〃r0Ba6eJ,０γαjW2(ノＰロオカノb〆Ncgｿﾞ…"cｅ２９３
L・ＱＲＥｖ､１６，１９（1977)．
Ⅳアメリカの判例の概観
ｌ序
アメリカにおいても，イギリスと同様，
理的損害を伴うエーノミック・ロスにっＩ
身体や製品以外の財産に対する物
ロスについてはネグリジェンスや厳格責任に
もとづき製造者の責任を被害者は追及しうることに何ら問題はない。 そこで，
ここでももっぱらエコノミック・ロスの象の損害が発生する場合が問題とな
7８
る。
ただ，よく知られているように，アメリカの製造物責任は，主としてネグ
(Negligence）・保証責任（WarrartyLiabllity）・不法行為法上
倒
(StrictLiabilityinTort）にもとづいて追及されてきている。
リジェンス
の厳格責任
そこで，エ ミヅク・ロスの問題をとりあげる際にも，これらの法理ごとコノ
に検討していかざるをえない。これらの概要はすでにわが国でも紹介されて
“
おり，ここでもそれほど詳細に検討するものではなし､。しかし，具体的にど
れであると指摘はしないが最近の判例やこれまで触れられなかった点につい
ても言及していくつもりである。
まず，ネグリジニンスにおけるエーノミック・ロスの判例から染ていくこ
ととしよう。
力の製造物責任については広川浩二 ｢製造者責任一アメリカの判例を中鯛アメリ
心として－」民商法雑誌64巻４号608頁， 64巻５号812頁の承をあげておく。
⑭円谷峻「製造物責任と損害一財産損害を中心に－」一橋論叢70巻６号44-9頁，
有田喜十即「米国製造品責任法における不実表示による厳格不法行為責任につい
て」比較法政10号49-58頁，拙稿「アメリカにおける製造物責任の法的構成一特
に不法行為法上の厳格責任を中心として－」早大法学会誌24巻209-13頁。
２ネグリジェンス
イギリスにおいても，エコノミヅク. ロスと物理的財産損害との区別は明
確なものでなかった。アメリカにあっては，前述したごとく，製品にその暇
疵によって，突然にまたは激しい形で（inasuddenorviolentmanner）
物理的損害が生じた場合，たとえ， 製品自体に生じた損害であったとしても，
このような損害を財産損害であるとする点については，一般的に認められて
⑬
いる。そこで，ネグリジェンスJや不法行為法上の厳格責任によってもこのよ
うな損害の賠償は認められる。
いまだ事故が生じていなければ， たとえ大惨事をもたらす危険のしかし，
ある欠陥エンジンを修理する費用でも， 原告と直接契約関係のないエンジン
製造物責任とエコノミック・ロス（執行秀幸）７９
㈱
の製造者に対してネグリジェンスにもとづく賠償Iま認められない。その理由
このような場合に製造者の責任が肯定されれば，とするところは，(1)もし，
製造者は契約関係にない者から見境いなく訴えられ！ その者は，売買契約で
ことができてしまう。なされた場合その制限を免れるこ合意による責任制限が
(2)粗悪な品質に対する損害賠償の成否は売主と買主の取引の条件によって決
定されるので，そのような損害賠償は売主と買主との間の訴訟に任されるこ
例
とが好ましいとし､う点にある。
製品自体の損害が物理的財産損害とされる先の要件も厳格である。また，
うな劇的な事件が 事故は必要であるとか，たとえば，事故，倒壊，爆発のよ
内部の理疵によって，単に製品が激しい損害を伴うものでなければならず，
完全にこわれてしまっただけでも十分でないとされているの悪化したとか，
（喝
である。
これらの多数の判決に対し，製品自体に損害が徐念に生じたような場合に
鯛
も，さらには，どのように損害力:発生したかを問わず，エコノミヅク・ロス
の賠償をネグリ
たとえば，て
ジェソスにもとづいて認める判例が若干存在する。
てんさいの栽培者が， その種子の瑠疵によって収穫でぎなかつ
その種子の製造者に請求した事件で， オレゴン最高裁判所は，そ
能であり．ネグリジェンス
た損失を，
のエコノ ミック・ロスは，製造者によって予見可能であり，
による不法行為法上の救済の可能性は損害が外傷性（traumatic）
鋤
あるか否かによるべきでl工ないと判示した。
のもので
クラッチに製造上の欠陥がありそれらが故･エンジンとまた，ディーゼル
陣したために生じた
求した事件で，ワシ
うべかりし利益の喪失の賠償を原告が製造者に対して詩
トン最高裁判所は製造者に対する うぺかりし利益の喪
製造者に対するう
見境のない訴に製
ン
失の賠償をネグリジェジェンスにもとづいて認めた。第１に，
ベかりし利益の喪失の賠償が原告に認められたとしても，
造者がさらされるという危険が増大するとは考えられない。第２に，製品が
事故をもたらす危険のある場合にのゑ製造者に責任を課し， 製品の故障は童
大ではないとすることも納得できない。 第３に，製品が最終的には事業を営
８０
ｉｆ者によって買われるこ とを意図ないし予想している製造者は， 買主に欠陥
製品によ って買主の事業活動を阻害しないようにする義務がある。 裁判所は，
このような理由をあげニコノ
（50ａ）
より肯定しﾌﾟﾔﾆのである。
ミック・ロスの糸の損害賠償をネグリジェンに
㈹Ｐγ0“ｃｊｓＬｊａ６ｶﾞﾉｺﾞがルガsp'２W`c"Ce，szJPγαｎｏｔｅｌ２，ａｔ２０；Edmeades，
ｓ"P｢αｎｏｔｅｌ２，ａｔ651-2；Rubin，Ｐγ0`zcc/ｓＬｉａｂ〃ｉｔｙｆＥ”α"αi"ｇＴ/ＩＣ
Ｐγ””'ｙＤｑ腕α深Ｅ"Ceがio〃ｉ〃PzzγCECC"o”ｃＬｏｓｓＣα“s，５４CHI-KENT
LREw､963,968（1978)．
㈹TransWOrldAirlinesv,Curtiss-WrightCorp､１４８Ｎ.Ｙ,Ｓ･（2.）２８４
(1955）（Sup.Ｃt・NewYorkCounty),affd､１５３Ｎ.Ｙ､Ｓ､（2.）５４６（1956)．
㈹１４８Ｎ.Ｙ､Ｓ･（2.）284,290（1955)．
㈹Rubin,ＰγodzzcjsLia6ﾉﾉﾉｵyfE”α"“ｇＴ/ｈｃＰ７０Ｐ”ＺｙＤａ腕α9℃Exc""0〃
『〃PzJγＧＥＣＣ"o腕icLossCasBs，５４CIII-KENTLREv、９６３，９６８（1978)．
㈹Spencev､ThreeRiversBuilder＆MasorrySupply,Inc.,３５３Mich．
１２０，９０Ｎ､Ｗ２ｄ８７３（1958)；O1iverB・Cannon＆Sons，Inc．ｖ、Dorr-
oliver,Inc.,３１２Ａ､２．３２２（DeLSuper.Ｃt､1973)．
６０Ｓｔａｔｅｖ､Campbell,２５００r,262,442Ｐ､２．２１５（1969)．
<50ａ）Ｂｅｒｇｖ，GeneralMototorsCo.，８７Wash､２．５８４，５５５Ｐ､２．８１８，
８２２－３（1976)．
剛
３表示責任
ネグリジェソスにもとづくエコノミック。 ロスの賠償はかなり厳格であっ
たが， 製造者が製品の品質に関し何らかの表示をラベルやパンフレッ 卜，ざ
消費者がその表示を信頼したにしかかわらにはマスメディアを通して為し，
らず，
コノ
その信頼が裏切られた結果損害が生じた場合， たとえ， その損害がェ
し，不法行為ミック・ロスの承の損害であっても，明示の保証違反ない
法上の善意不実表示（innocentmispreSentation）にもとづいて被害者は賠
償請求をなしうる。
リーディング・ケースであるRandyKnitwear，Inc．▽・AmericanCya‐
（51ａ）
namidCoo，事件で，ニューヨークｿ`ﾄ|の裁判所はニーノミック・ロスの承の
製造物責任とエコノミック・ロス,ロス（執行秀幸）８１
製品が布を縮ませな
オハイオ州でも，原
損害賠償を原告と直接の契約関係にない製造者に対し，
いう不実の表示にもとづし ､て肯定した。いようにすると
告と契約関係がない製造者に対する身体傷害の賠償を明示の保証にもとづい
（5ｌｂ）
て認めるRogersv･ToniHomePermanentCo.，半l決の準則がエゴノミッ
ク・ロスの永の損害が発生する場合にまで拡張されている。すなわち，
（51ｃ）
Inglisv･AmericanMotorsCorp､事件で，オハイオ最高裁半Ⅲ所はかくれた欠
自動車の価値の減少という純粋なニコノミ陥による ツタ・ロスの原告と直接
の契約関係にない製造者に対する賠償をネグリジーソスにもとづいては否定
したが，
エコノ
明示の保証によって認めたのである。
･ロスの承の損害賠償を不法行為法上の厳格責任では認めなミック
かつた後にあげる
いる。
Ｔｈｏｍａｓ事件は，
明示の保証違反にもとづいては認めてSeely判決でも，
原告がラジオやテレビでトラやライオンなどの猛獣狩り
フルを買ってインドに出かけたが，ライフルに用として宣伝されていたライ
欠陥があって発射せず， トラを撃ちそこねてしまったので， インド旅行の費
そのライフルの製造者に求めた興味ある事件である。 裁判所用等の賠償を，
Iま原告の訴をネグリジニソスと黙示の保証にもとづいては否定したものの，
⑫
明示の保証違反によって認めﾌﾟt二・
善意不実表示にもとづいて， ・ロスの賠償を製造者に対して
⑬
ＣＯ.▽､Lonon半I決である。原
ニーノミック
FordMotor認めたリーディング・ケースは
ラクターが広告に示された性能をもっていなく， 欠陥があった
・ロスの賠償
告が買ったト
ため作付に多くの日数を費やしてしまったというエコノ ミック｡
を製造者に求めた。
テネシー最高裁判所は明示の保証ではなくニコノ ・ロスに対する不
リステイトメソト
ミヅク
法行為法の法理である善意不実表示として提案されている
552,条
｢動産の販売の営業に従事する者は， 広告， ラベルまたはその他の方法に
より，一般大衆に対して， 自己の販売する動産の性能または品質に関する
8２
重要な事実につぎ不実表示をしたときは， たとえその不実表示が詐欺また
Iま過失によってなされなくとも， その不実表示に対する正当な信頼によっ
て動産を購入した者に生じた金銭的損失を賠償する責に任ずろ｡」
の法理にもとづき， 契約関係にたたない製造者の責任を肯定した。 その後も
ク・ロスこのLonon判決を引用して善意不実表示にもとづいてエコノ
（53ａ）
の象の損害賠償が認められる判例力:いくつか出てきている。
ミック。
明示の保証と異なり，善意不実表示にあっては，免責条項は否定されるが，
買主は一般大衆に対してなされた何らかの表示とそれへの正当な両者とも，
信頼をウ証しなければならない。 そこで， 何ら具体的な表示を立証するまで
屯なく，そもそも，現代社会にあって， 商品を市場に出したからには， 通常
の目的に適してし ､る品質をもっている と製造者は保証していると承るべきで
はたいかと考えることができよう。 そのような法理としては黙示の保証が存
）があれば，黙示の保証にもとづいてエ契約関係（privity）在する。むＺ
コノミック・
もはたして，
むろん，
ロスの賠償が認められることは当然である。 しかし，この場合
この契約関係を排除することができるか否かが問題とされてき
ているのである。
6]）有田喜十郎「米国製品責任法における不実表示による厳格不法行為責任につい
て」比較法政10号1頁以下（1977)，佐藤正滋「製造物責任の諸問題(3)－広告・
説明書」現代損害賠償法講座4373頁以下(1974)参照。アメリカの不実表示法理
一般については，松本恒夫「英米法における情報提供者の責任一不実表示法理を
中心として－(-X=)完」法学論叢100巻３号35頁以下（1976)，101巻２号60頁以下
（1977)，岡孝「情報提供者の民事責任―特に直接の情報受領者以外の第三者に
対する責任一目」法学志林76巻２号１頁以下（1978）参照。
１１Ｎ.Ｙ、２．５，２２６Ｎ.Ｙ､Ｓ､２．３６３，１８１Ｎ・Ｅ２ｄ３９９（1962)．
l670hioSt､244,147Ｎ.Ｅ､２．６１２，７５Ａ.Ｌ､Ｒ２ｄｌｏ３（1958)．
３０hioSt,2.132,209Ｎ･Ｅ２ｄ５８３（1965)．
(５１ａ）
(5ｌｂ）
(５１ｃ）
５２Ｔｈｏｍａｓｖ・O1inMathiesonChemicalCorp， 225ＣａｌＡｐｐ２ｄ８０６，６３
CalRptr4540967)．
６３２１７Ｔｅn，400,398ｓ･ＷＢ２ｄ２４０（1966)．また， 土井輝生・プロダクト・ラ
イアピリテイ15-80978）参照。
製造物責任とエコノミック・戸ス（執行秀幸）８３
(53ａ）たとえばFordMotorCo.ｖ・Taylo1or,６０Telln.App,271,446ｓ．
Ｗ２ｄ５２１（1969).有田喜十郎「米国製品責任法における不実表示による厳格不
法行為責任について」比較法政10号37,56-7頁（1977)，佐藤正滋「製造物責任
の諸問題(3ト広告・説明」現代損害賠償法講座４，３９６頁注470974）参照。
４黙示の保証
黙示の保証違反によって身体傷害や財産損害が生ずる場合には，契約関係
剛
の要件Iまかなり早くから緩和されてきた。これに対し，黙示の保証違反にも
依然としとづいて純粋なエコノミック. ロスの賠償が認められるためには，
て一般的には契約関係が必要とされている。
田
しかし，Santorv．Ａ＆Ｍ・Karagheusian,Inc・半Ｉ決以降， いくつかの裁
判所は，純粋なエコノミック・ロスについても契約関係にない製造者の責任
田
を黙示の保証違反を理由に認めてきてし､る。
被告が製造したカーペヅ事件は， 卜にひどいしわができたため！Santor事件
原告がカーペッ ﾄの費用の賠償を黙示の保証違反にもとづいて製造者に求め
たという事件である。このようなエコノミヅク. ロスの黙示の保証を理由と
する賠償に契約関係を必要とするか否かが争点となったが， 裁判所は，エコ
ロスの染の損害であったと しても契約関係は不要であるとして，ノミック
原告に黙示の保証にもとづいて損害賠償を認めた。 もっとも裁判所は，その
理論を不法行為法上の厳格責任または企業責任と呼びかえている。
m
Morrow事件で，アラスカｿ１１最高裁判所も，黙示の保証違反によ って製造
者に対して直接的エコノ ロスの賠償責任を課した。 当該モービル.ミック。
パス・タブから湯が漏れる，，窓ガラスが割れて
買主は保証違反と不
ホーム（mobilhome）は，
いる，戸の建てつけが悪い などの欠陥があったので，
法行為法上の厳格責任にもとづいて製造者を訴えたという事件である。 裁判
不法行為上の厳格責任による訴を棄却したが， 黙示の保証違反を理由所は，
ロスの賠償にはSanton判決を引用して， 契約関係はとするエコノミック.
裁判所が， 不法行為法上の厳格責任にもとづく訴を不要であると判示した。裁 力
否定した理由は，エコノミック． ロスの柔の賠償を不法行為法上の厳格責任
8４
によって認めるとすると，免責条項(disclaimer)，責任の排除ないし制限，
御
通失ﾛの各条項によって売主の損失を最小限にすることを認める統一商法典で
鋤
与えられた売主の権禾Uを危うくするという点Iこある。
ク・ロスの筆の賠償は不法行為法上
もっぱら売買法，統一商法典Iこよっ
Califorma州においては，エコノミック。
の厳格責任にもとづいては認められず，
てなされるべきだとされ，しかも，エコノミック・
㈱
もとづく賠償にlま，契約関係が必要ときれている。
ロスの承の黙示の保証に
しかし，中古品，建物に
衣料品，食料品などの消取付けられたニアーコンディショナーやヒーター，
耗品（consumables）を除く消費者製品（consumergoods）の売買において
小売業者および製造者から，小Song-Beverly消費者保証法によって，Iま，
売り業者からの買主（retailbuyer）に対して商品性の黙示の保証が伴うも
ＣＤ
のとされた。そこで，このような場合には契約関係は不要とざlfL，そのよう
商品性の黙示の保証にもとづいて， 製品の暇疵の責な買主は製造者に対し，
商取引に関しては，統一商法典がもつ
ロスのみの賠償には，契約関係が依然
任を直接問えることとなった。だが，
㈹
１エら適用されるので，エコノミック．
として必要とされている。
の契約関係を緩和することによって， 純粋なエコ
るが，そも
黙示の保証このように，
ノミック・ロノロスに対する製造者の責任を追及することが可能であるが，
不法行為法上の厳格責任は契約関係も， 買主の具体的な信頼をも不要
コノミック・ロスの承の賠償
そも，
とする法理であるので，この法理において，エコノ
が認められれば， 同様な目的を達成することができる。
､1971）〔以下,ＷG4WPROSSER，
で引用する〕
６５１４４Ｎ.Ｊ､５２，
LAwoFToRTs,§９７ａｔ650-56（4ｔｈｅ。 ､PROSRFR
207Ａ､２．３０５（1965)．佳藤箙滋「Santorv、ＡａｎｄＢＫａｒａ‐
gheirsianlnc.－製品の暇疵が身体への損害または危険を生じしめない場合でも
製造人は責任を負うか」アメリカ法1967-1163頁。土井輝生・プロダクトライ
アピリテイ・232頁（1978）参照。
事件以前にあっても契約関係を不要とする判例が存在する。C0Santor Ｍｎ死etti
製造物責任とエゴノミック ･ロス（執行秀幸）８５
v､Ａｒｍour＆Ｃ０．，７５Wash、622,135Pac,６３３（1913)；Spencev・Three
RiversBuilders＆MassorrySupply，Inc.，３５３Mich、１２０，９０Ｎ．Ｗ、２．
‘Copper＆Steellndus.，Inc．ｖ、Ｅ、Ｃ“Red'’
2．４０（F1aDist.Ｃt､App､1958）しかし，Mazetti
873（1958）；ContinentalCo per＆
Correlius，Ｉｎｃ，１０４ｓｏ．
事件では現に欠陥食品により身体傷害が発生し， その為に原告のレストランに生
じた営業利益の喪失などの賠償が製造者に対して認められた事件であり,Spence
事件も， 財産損害を現に生じてはいないが， そのおそれがあった場合であった。
Pγo`Ⅳc'ｓＬｉか6"ifyﾙｧﾉ功ｧ“C"Ce， sゆずαｎｏｔｅｌ２ａｔ９３５－３参照。
ＮｅｗＭｏｏｎＨｏｍｅｓ，Inc.，５４８Ｐ２ｄ２７９，Morrowv． (Alaskal976)．㈲園
田
鋤
ＵＣＣ.§§2-316,607,719（l972version)．
Morrowv･ＮｅｗＭｏｏｎＨｏｍｅｓ，Inc.，５４８ｐ､２． 279,29エ（Alaskal976)．
Seelyv・WhiteMotorCo、６３ＣａＬ２ｄ９，４５cal・Ｒｐｔｒｌ７,４０３ｐ２ｄｌ４５
〔土井輝生・プロダクト・ライアピリテイ・５１頁（1978）参照｡〕Anthonyv．
Kelsey-flayesCo.（1972）２５CalApP3d442,１０２cal,Ｒｐｔｒｌｌ３；Ｔｈｏｍａｓ
v・O1mMathiesonChem，Corp、２５５cal･App，２．８０６，６３ＣａＬＲｐｔｒ４５４．
J･CoTcEHnTANDR･CARTwRIGIIT，CALIFORNIAPRoDucTsLIABILTYATIoNs
§9.04〔3〕参照。
Ｇ１）CAL､CIvoCoDE§1792（1973）中古品については小売業者が明示の保証をした
場合仁の承商品性の黙示の保証が課せられる（§1795,5（WestSuppl979)「
この法律の適用はな建物に取付けられたエアーコンディショナーやヒーターは，
食料品などの消耗品については， 明示の保証がなされい（§1795,1)。衣料品，
(§1795,35)。ていようといまいと黙示の保証は課せられない むろん，Ｊ１買主は統
(§1790.4)。
Ｃａ/i/bγ"ね
－商法典上の売主による商品性の黙示の保証の利益をも亨受しうる
Comment，ＣＯ"ｓｚＩ
ｍＺＣｏ`２α"‘ＴＪｂｅ
ＣＯ"s"腕”Wtz〃α"ｆｙＬａｚｕｉ〃この法律については，
Ｕ"`”Ｔ〃CCC腕沈eγｃｉａＪＣｏ`ｃα“２
Ｗｂzγγα"がＡＣ′ｓｊ２６ＵＣＬＡ．Ｌ･REIJ、
162）ＣａＬＣｉｖ・Ｃｏｄｅ§1792（1973）
ｓｏ"ｇＢｃＤ”』ｙα"‘ Ｍ回ｇ""sm-jMDss
583（1979） が詳細な検討を加えている。
不法行為法上の厳格責任5
製造者は， 不法行為法上の厳格責任を身体障害および財産損害に対して，
負わなければならないとする準則は，ほとんどの裁判所によ
（８４
ｵLてきている。しかし，不法行為法上の厳格責任にもとづく
って受け入れら
不法 ニコノ ミック．
ロスの承の賠償を認めることに多くの裁判所は消極的である。そのリーディ
鋤
ソグ・ケースlま，有名なＳｅｅｌｙｖ・WhiteMotorCo・事件である。これに対
8６
し，エコノミック・ロスの賠償も不法行為法上の厳格責任にもとづいて認め
陵)
られるべきだとするSantor事件以降，そのような見解Iま，若干の裁判所に
よって受け入れられてきている。
原告が買ったトラックに欠陥があったために蒙った修繕費用と営業利益の
喪失の賠償の請求を原告がなした。 このような事案のｓeely事件で裁判所は
明示の保証違反にもとづいて製造者の責任を肯定したが， 不法行為法上の厳
格責任による責任は否定した。
って製造者の責任を肯定したのであるから， 不法行為法上明示の保証によ
の厳格責任が本件に何故適用されないかという議論をする必要はなかったと
いえる。しかし，多数意見を述べるＴ
な検討を加える。その基本的な視点は，
Traynor判事は，この点につき，詳細
不法行為法上の厳格責任はもっぱら
物理的損害が発生した場合lこの糸適用され， 商取引を規制する法として発展
ロスの賠償に適用されるべきだという点してきた保証法は，エコノミ
にある。この視点はつぎのよ
ツク。
うな見解にもとづい 純粋なエコノている。 /よ＝－－４ノミツ
第１Iこ，直接ても不法行為法上の厳格責任が課せられると，ク・ロスについ
うな買主の特別の要求(needs）に合致しないことかの売主にしか判らないよ
ら生じた損害についても製造者は責任を負わなければならなくな り不合理で
不法行為法上の厳格責任は保証責任の場合と異なり，ある。第２に， 免責を
認めていないので，製造者は自らの製品によ って生じた損害の責任範囲を限
認識しえない際限のない範囲の責任を負う定しえず，
さらに，;
こととなってしまう。
造者が責任を負い，事身体傷害や財産損害については， 製造者が責任を負い，第３に，
業の経費として大衆に分散することは， その損害の重大性から是認されるべ
ぎであるが，純粋なエコノミヅク・ロスについては，買主は自らの期待に合
うな製品を捜すことができるであろうし！ 物理的損害と比較すれば，致するよ
それほど重大な損害とはいえないので，事業の経費として大衆に分散するこ
㈹
と}よ問題があり，買主が負担すべきである。
Traynor判事の視点が， 不法行為法上の厳格責任と保証責任との区別の
基準を損害の種類に求めるのに対し， 少数意見を述べるPeter判事はその
製造物責任とエコノミック・ロス（執行秀幸）８７
買主が， 商人か消費老かによって区別すべき基準を取引の種類，すなわち，】
だと主張する。セールスマンが， 車の欠陥による事故で足を折った場合と，
事故以前に車が故障した場合とで豪る逸失利益を区別することはおかしい。
ノミヅク・ロスは，被害者に重大な不幸をもたらすとして，エコノミッ
勘
ロスと物理的損害を区FIIすることの不合理を指摘する。さらに，際限の
コ
ロ
エ
ク
第１に，多数意見が欠陥と特定のない責任となるというおそれについては，
目的に対して適合しないこととを同一視しているが， 欠陥を通常の目的に週
，不法行為法上の厳格しないこととすることによって制限しうるし，第２に，
に限定することによって屯制責任を，消費者取引（Consumer
櫛
限しうると主張-する。
transaction）
消費者取引に不法行為法上の厳格責任を課すことによって，このように，
契約関係を排除すべき点に意味を承い出この取引においては，免責，通知，
すわけである。
Ｇ８リ
Santor事件で，裁判所Iまニコノ
係にない製造者にも認めたが，こoｒ
ロスの承の賠償を原告と契約関ミック｡
このような責任を，不法行為法上の厳格責任
と恐るべきだと述べたことについては前述した。 しかし，裁判所はこの理論
的基礎を製造者がその製品を市場に出したことは，その製品が意図された便
⑩
用に適しているとする表示をなしたと承lなされるという点に求める。その欠
うだけで十分であるとし，陥概念は広いものであるとい さらにその点に関し
製造者の義務の程度の－基準としては，製造者が製品で売られるであろうと
⑪
合理的に考えられる価格が当然含主ｵLろとする。
不法行為法上の厳格責任にもとづいて， ニコノミヅク・ロスの柔の賠償が
F件Karagheusian事件の見解は，Seely事認められるべきか否かについての
いずれも傍論ではあるが， その後のこの問題に関する判例に少なからぬ影響
を与えてきている。
IEi
Hiigel事件でコロラ F最高裁判所は，モーター・ホーム (motorhome）
不法行為法上の
，商業上の損失
の車台の交換費用の賠償を
厳格責任（被告の警告義務
Santor事件の判決を引用して，
(被告の警告義 違反）によって認めた。 もっとも，
８８
ｍ
(commercialloss）の賠償については否定する｡Kelley半U事は，Seely半Ｉ
決を支持し，欠陥自体の損害については保証責任の中で解決すべきであると
伽
した。本件ではSantor判決を引用して製品自体の賠償が認められた力:，
判決では原告勝訴のためには製造者に相当に安全な製品を供給するＳｎｎｔｏｒ
義務以上の通常の目的に適した製品を供給する義務を課す必要があった。 し
本件では製造者の警告義務違反が存在し】 それ以上の注意義務を課すかし，
たまたま警告義務違反によって生じた損害が製品自体に限定さ必要はなく，
れていたにすぎない。その意味では，本判決とSantor判決とでは少食次元
が異なるということができよう。
桐
ＣｉｔｙｏｆＬａＣｒｏｓｓｅｖ・Schubert，Schroeder＆Assoc.,Inc,事件Iこおいて
屯，裁判所は， 雨漏りのする屋根の交換費用の賠償を不法行為法上の厳格責
任によって肯定した。ただ，この事件では，屋根のひさしに損害が発生して
いたので，純粋なエコノミック・ロスが問題となった事案といえない。しか
製品自体の修繕費用または交換費用および，し，傍論ではあるが， 得べかり
し利益の喪失に対する不法行為法上の厳格責任を認めている。
燗
Ｃｏｖａｖ･HarleyDavidsonMotorCo,事件において，ミシガン１１１の裁判所
､，製造者は，消費者に生じたニコノミヅク． ロスの糸の損害についても厳
格責任を負うと判示した。ただ，裁判所は厳格責任を不法行為責任でも契約
㈲
責任でもなし､責任であるという意味で,「製造物責任」と呼ぶべきだとした。
その意味で， 必らずしも不法行為法上の厳格責任を純粋なエコノ ミヅク・ロ
スにも拡張した事件だとはいえないかもしれない。
以上のように若干の例外があるものの， 不法行為法上の厳格責任において
ロスの承の賠償は否定されてきている。Iま，エコノミック
製品によって物理的損害を豪つた者に，このような中にあって， その製品
を売った小売業者が支払った損害賠償金を， その製品をつくった製造者に対
が純粋なエコノミック・ロスでしてその小売業者が求償する場合，この損害 エコノ
あるにかかわらず，不法行為法上の厳格責任による賠償が認められてきてい
㈲
ろ。これＩま，製品による被害者は，製造者ばかりでなく，その製品のいかな
製造物責任とエコノミヅク・画ス（執行秀幸）８９
不法行為法上の厳格責任を追及しうるという準則のる流通業者に対しても，
結果としてこのよう なことを認めざるをえないと考えるこ とができるのであ
㈲
る｡
６３Ｗ､PRossER,ｓ""αｎｏｔｅ５４§９８ａｔ６５６．
６４６３cal,２．９，４０３Ｐ,２．１４５，４５CaLRptr､１７（1965)，
田Santorv.Ａ＆MKaragheusian,Inc.,４４Ｎ.Ｊ､52,207Ａ､２．３０５（1965)．
ＧＱ４０３Ｅ２ｄｌ５０－１,本件では，トラックが横転するという事故によってトラック
自体に物理的損害が生じたのであるから，財産損害として不法行為法上の厳格責
圧が認められるのではないかという点も問題と 裁判所は，トラックなりえたが，
の欠陥が物理的損害をもたららしたという因果関係の立証がないとして，この点
を否定的に解した（403ｐ２ｄ，ａｔｌ５２)。
Ｇ１〃,ａｔ155-6.
63ｍ､ａｔ156.
69Santorv.Ａ,andMKaragheusian，Inc､４４Ｎ.Ｊ､５２，２０７Ａ、２．３０５
（1965)．
⑩〃･ａｔ311-3.
⑪Ｊｄａｔ３１３・
ｒ２ＩＨｉｉｇｅｌｖ・GeneralMotorsCorp､５４４Ｐ､２．９８３（ＣＯ10.1975)．
⑪〃・ａｔ989．
”〃.ａｔ９９０－Ｌ
ｒヨ７２Ｗis,２．３８，２４０Ｎ.Ｗ､２．１２４（1976)．
ｒ６２６ＭｉｃｈＡｐｐ’602,182Ｎ.Ｗ､２．８００（1970)．
同〃.ａｔ805-7.
㈲この典型的な事件はSuvadav・WhiteMotorCo.,２０１Ｎ.Ｅ,２．．３１３（1964）
である。この判決については古賀哲夫「アメリカにおける自動車メーカーの責任
－スパダ判決を中心に－(u(､」判例タイムズ298号６頁１２９９号17頁（1973)。
r9Schmidt-Salzer,Produkthaftungimfranztjsishen，belgishen,Deuts‐
Chen，schweizerishen，kanadischenund us-alnericzmfRh色nRechtsovie
inrechts-po1itishenSicht,］5０（1975）
６まとめ
以上のように，アメリカにあっては， 製造物責任を追及する法的構成の多
様さに加えてエコノミック. ロスの采の損害の賠償を各法理で認めるべきか
９０
杏力｡，また，そもそも，ニコノミック・ロスをどのようなものと考えるのか
ということ自体必ずしも一致していないため，きわめて複雑な様相を呈して
例
いる。そこで，これを要約すること|ま，かなりの危険を伴うであろうが，つ
ぎのように一応いうこと力:できるであろう。
イギリスと同じく， またはそれ以上にネグリジェソスにもとづいて純粋な
ロスの賠償責任を製造者に対して認めることには厳格な態度エコノミヅク。
をとっているといえる。しかし，アメリカにあっては，イギリス，その他の
製造者が消費者に対してなした表示が比較的容コモン・ロー諸国と異なり，
易に明示の保証と評価される。 この法理には契約関係が必要とされしかも，
ず，当然，ニコノミック.
とづいて，消費者は製造増
ロスの象の賠償が認められるので， この法理にも
者に対しても，エコノ対しても，エコノミック・ロスの承の賠償を求
この点では，アメリカの消費者は，イギリスやめることができるのである。
他の。 モンロー諸国の消費者よりも厚く保護されているといえよう。
明示の保証とほぼ同じ法理ではあるが， 不法行為法上の法理である善意不
実表示もいくつかの州で適用されている。 この法理によれば，不法行為法に
もとづいても，＝
だ，不法行為法上（
違いがあるものの，
の具体的な表示，：
ロスの承の賠償が認められることとなる。ミック． たﾛニコノ
法上のものであるから， その責任を排除できない。そのような
両法理とも製造者の製品の性能や品質についての何らか
消費者のその表示への信頼が必要である。 この点および｡
でそのような信頼を必要と
いといえよう。もっとも，
しない不法行為法上の厳格責任より 屯要件が厳し
雑誌，パンフ現代社会にあって，テレビ，新聞，
卜などによる製品の品質に関する何らかの表示に影響されて製品を買っlノヅ
たことを立証することに，それほど多くの困難はないかもしれない。
しかし，さらに製品の性能， 品質についての具体的な表示が存在しなくと
ただ単に製品を市場に出したという， それだけのことで製造者は，その屯，
製品が通常の目的に適した品質をもつことを表示したと染るべきか。 アメリ
現在においても依然として否:定的である。 不法行為法上の厳
に，この場合にも
力の裁判所は，
格責任であれ， 黙示の保証責任であれ同様である。 例外的に，
製造物責任とエコノミック・戸ス（執行秀幸）９１
不法行為法上の厳格責任または黙示の保証責任を課す裁判所も存在した。 ど
ちらで構成すべきかで，統一商法典の免責条項， 通知の規定が適用されるか
否かという相違が生ずること となるのである。
製造者に対してエコノミック・ロスの糸の明示の保証にもとづいての承！
賠償を認める力 リフォルニア州にあって， って一定の消費者製品に立法によ
製造者に対して黙示の保証を課した。 他方，エコノミヅク・ロスついては，
のみの賠償を不法行為法上の厳格責任にもとづいて認めるニュージャージー
ｍ
ｊｌｌ､|において，商取弓|にあって，免責条項の効力を認める半U例が出ていること
ロスが問題となっている事を注意すべきであろう。 これは，エコノミック．
件で，重点は損害の種類ではなく，両当事者の関係への考慮へと向かってい
図
るように思われるというＮｏｅｌとPhillipの指摘とも対応するのである。
BOAnnotation,１６ＡＬＲ３ｄ６８３
８ＤＮｏｔｅ：Ｐγ0`"cｵｓＬｉａｂｊ"bノブ〃
1061参照。
(1967）参照。
ＣＤ池腕ercfaIT''α"sac〃0"S， ６０ＭINN.Ｌ･ＲＥＶ．
ＷＮｏＥｎＡＮＤＪ・PHILLIPs， PRoDucTsLIABTLITYCAsEsAND MATERIAL８，３２６B２
(1976)．
製造物責任におけるエコＶ ノミック・ロス
をめぐる論議
エコノミヅク・ロスの承の賠償をネグリジェンス，不法行為法上の厳格責
シーの問題であるといわれてきている。任で認めるぺきか否かはポリ しかし，
リシーの問題であると指摘するだけでは十分ではない。 製造物責ただ単にポ
ロスをめぐる議論で具体的には何が問題とされて任におけるエコノミヅク
いるのか．また，その贋 どのような価値判断の対立があるの問題をめぐって，
力勤を明確にする必要があろう。 それは，わが国においてもエコノミック・ロ
スの率の賠償を制限すべしとするならば， 当然そのような作業が必要である
そのような制限を否定するとしても， 否定される原則の実質うし，たとえ，
9２
的意味を認識した上で否定すべきであると思うからである。
これまでに紹介したイギリスやアメ リカの判例，特にSeely判決のTray-
､ｏｒ判事と Peter判事との議論でこれらの点がある程度明らかになったとお
判決以降製造物責任におけるエコノもわれるが，アメリカではSeely 、ツ
以下ではこれらの見解ロスをめぐり様念な見解が述べられているので，ク。
幾分問題があるかもしれないこととする。その際，を踏まえて検討していく
ジェソスにおける問題とも共が, 不法行為法上の厳格責任での問題はネグリ
通する点が多いので，この点についてのアメリカばかりでなくイギリス，そ
ロー諸国の学説をも考慮しながら議論を進めていきたい。の他のコモン.
ロスをめぐる不法行為責任と契約責任
（83）
契約責任と不法行為責任との関係力勤ら，
１エコノミック
まず，われわれは， この問題は，
いかなる意味をもつかを承ていくことからはじめよう。
不法行為責任と契約責任との関係イギリスと同様，アメリカにおいても，
ある場合には，両者の競合について一貫した原則が存在するわけではない。
原告が自らに有利なものを選択することが認められるが， 裁判が認められ，
所が原告の訴の不法行為の性格がまさっていると考える場合には， その訴の
原告の意思は尊重されない｢重点 (gravement)」は不法行為であるとされ，
と呼ばれているが，こ後者は ｢gravementtheory（重点理論)」こともある。
の理論がどの
かし，ネグリ
ような場合に適用されるかの基準もそれほど明確ではない し
と
bｉ
グリジェンスによって生ずる身体傷害の訴においてＩ 多くは，ま，
の理論が適用されると，たとえ，
｢gravement（重点)」は通常，フ
るように，フランス，ドイツな
契約関係にある者を訴える場合であっても，
そこで，よく知られていIま ，不法行為とされる。
ドイツなどと対照的に，アメ リカでは，医師の医療過
（84）
しか追及できない｡まﾌﾟi二，誤の責任の多くは， もっぱら不法行為責任によって
製造物責任にあっても， 訴の重点が不法行為とされる。 財産損害においても
し，原告が選
といわれてい
重点理論が適用された場合！ 不法行為法が選択されるであろうし，
不法行為法が選択されるであろう択を許される場合でも通常，
製造物責任とエコノミック・ロス（執行秀幸）９３
(85）
る。また，英米法自体，契約法力:約因（consideration）の理論や契約関係
(prlvityofcontract）理論などによって制約されているため，不法行為法
（86）
がそれだけ発展してきている点Iまよく知られている。アメリカ法における保
証責任から， 不法行為法上の厳格責任への製造物責任の発展は， まさに製造
青．（discl‐物責任を追及する上で障害となった保証責任の契約関係理論， 免責，（ ｌ
このことは，ainer)，欠陥の通知(notice）を排除するための展開であった。
契約責任（保証責任）の側から染れば，契約責任（保証責任）の領域の縮小と
いうことを意味する。このような状況の中で，純粋なエコノミック・ロスに
不法行為法上の厳格責任が認められるとしたならば， 主としてエついても，
コノミ” ロスを対象にしている契約責任（保証責任）にあって， その機
Ｐ・ロス
ビ，膨張
ツク.
能はかなり小さくなってしまうおそれがある。そこで， エコノミック.
いわば，については不法行為法での責任を追及しえないとする原則は，
する不法行為法の歯止めをかげ， 契約自由の原則の妥当する領域を確保する
役割を担わされているといえるであろう。 このことは，イギリスにおいても
妥当する。不法行為法上の厳格責任ではなくネグリジェンスが問題となるが，
ネグリジェンスの中核たる注意義務 (dutyotcare）の範囲の決定にあたつ
ても，不法行為法上の厳格責任同様，かなり価値判断要素が前面に出されて
（87）（88）きており，契約責任との区別がつかなくなってきているからである。確かに，
現代社会においても契約自由の原則を機能させるべき領域が存在すべきこと
を認めるにしても，エコノミヅク・ロスを基準として，その領域を区別する
ことが維持し続けることができるのか否かが問題となってきているわけであ
る。
英米における契約責任と不法行為責任との関係については， Guest，Ｔｂ〃”(83）
CO"ﾉγαc/Ｊ３ＭＡＬＡＹＡＬ,REv，１９１（1961）；Poulton，ＴｏアオｏｒＣｏ"かαCf，８２
L､Ｑ・REv、３４６；Hadden,ＣＯｶﾞｫｧαCf，Ｔｂがα"‘Ｃγf椀es-T/ｚｅＦｂ""ｚｓ”Ｌ２“ノ
Fridman，Ｔｈｅｍｒ”αcﾉﾉ0〃”刀γ′
Thornton，TAlcEJasZicCo"c幼/αs
l4BRooxlYNLREv、１９６（1948）；Ｗ、
Z7bO"“ｉ,８７Ｌ,Ｑ・REv、２４０（1971）；
α"‘ＣＯ"かａＣｊ，９３ＬＱ･REv、４２２；
APPJic‘ｂｙオルCCC"γ’ｓｏ/Ⅳ‘ｚｕＹｏ７ｈ，
9４
PROssER，Ｓ“γαnOte
Markesins，ＴｈｅⅣ
54,ａｔ６１３－４０（1971)。比較法的観点からの屯のとしては，
｣VorsODj3Sf腕i/czγ７℃γZα"αDeJic′，９３Ｌ,ＱＲＥｖ，７８
(1977）；MPreuss,VertragsbruchalsDeliktimanglo-amerikanishen
Recht-DieEntwicklungsgeschichtederZweipurigkeitvonVerm6gens-
shEiden（1977)；Ｔ・WEIR，CoMPLExLIABILITIEs,inlNTERNATIoNALENcYcLo‐
PEDIAoFCoMPAHATIvHLAwVo1umemTortsChapterl2,１－３９（1976）；
Ａ・TuNc，INTRoDucTIoN，inlNTERNATIoNALENoYcLoPEDIAoFCoMPARATIvELAw
Vo1umeXTortsChapterl，19-29（1974)．
(84）Ｐ.ＺEPOS，PRoFEssIoNALLIABIL1TY，ｉｎｌＮ征ERNATIoNALENcYcLoPEDIAoF
CoMPARAmvELAw，VolumemTortsChapter6，７－１１（1978）が医師の責
圧を追及する各国の法的構成を概観する。
(85）Wade,ＩｓＳＢｃｊｉｏ〃402Ａ”ｵﾉhgSeco"ａ
ｂｙｊＡｅＵＣＣα"αオハ”e/bγＣＵ》zcO"SjijzJt/0"，
〔以下，Ｗａｄｅで引用する〕。
RCS'α'c,"e"オガＴｂγrsPγcc”Zea
U》zcO"SjijzJt/O1zaJ？４２TENN,123,128-9（1974）
(86）この点に関しては，Ｍ､Preuss,VertragsbruchalsDeliktimAnglo-
AmerikanischenRecht（1977）；MarkesinisjT/iclVo＃ｓｏＤｉｓｓ”ﾉﾉ”
２Ｗ＃α"cZDCJ鍬，９３Ｌ､ＱＲＥｖ、78,88-97（1977）参照。前著は，この点に関
する詳細な研究。英米法と不法行為法に制約があるため契約法が発展している「
イツ法とで法的構成は対照的であるが，その結果は全体からすると大きく異なら
ないと指摘する（260頁)。後者の論文も独仏英の不法行為責任,契約責任を比較
各国で民事責任を追及する法的構成はかなり異なるが」検討し， 似たような結果
を達成しているとする。
また，Ｇ・GILmoRE,TIIEDEATHoFCoNTRAcT（1974）〔森達・三和博・今上益
雄共訳「契約法の死」（1979）曽野和明「アメリカ法」（1978-2,199-206頁）に
この箸の紹介がある｡〕を参照。
(87）田井義信「英法のNegligenceに於ける損害賠償の範囲について」同志社
法学24巻３号49,96頁（1972)；Symmons,ＴｈｅＤｚ`が〃Ｃａγｃｉ〃lWgZjgF"Ce」
Rcce"ﾉﾉﾝＥ”γcsseaPoJfCyE陀椛e"/s,３４ＭＯＤ.Ｌ,ＲＥv'394,528（1971)．
(88）Ｍ,Preuss,VertragsbruchalsDeliktimAnglo-Amerikanischen
Recht,2580977）
ロスをめぐる保証責任と不法行為法上の厳格責任の関ミック２エコノ
係
ただ、アメ リカの不法行為法上の厳格責任については， 単純に不法行為法
と契約法との関係の問題だけに還元できない面もある。すなわち， 保証責任
製造物責任とエコノミック・ロス（執行秀幸）９５
ルイジアナ州を除く全州で採用されてい る統一商法典にもとづいているIま，
のに対し， 不法行為法上の厳格責任は， コモンロー上の法理である。 しかも，
物理的製造物責任をも含む適切な品質をもたぬ製品に対する売主の責任は，
な損失に対する責任を含必， 立法者によって解決が委ねられ，その立法がな
されたのであるから，裁判所は，
ない。そこで，もっぱら，製造４
その規定を変更ないし修正することはでき
製造物責任は， 不法行為法上の厳格責任ではなく，
統一商法典上の保証責任によって解決されるべきだとする見解が，かなり多
（89）<の学者によって主張されてきているからである。この主張を多くの裁判所
（90）
は無視しており，学者もIまとんど反論してきていない。ただ，おそらく，
Ｗａｄｅが以下に述べるよ うな見解を多くの裁判所は暗黙のう ちに認めている
のではないかと思われる。 すなわち， 統一商法典で定められた保証責任は契
約法の領域に入るので， この統一商法典は適用さ不法行為訴訟においては，
れない。ただ， この不法行為訴訟での救済は， 物理的損害に限定されるべき
で，エゴノミヅク・ロスは本質的に，契約法上の性格をもつので，
（91）
いては統一商法典力:適用されるべきである。
それにつ
制定法である統一商法典とコモンロー上の不法行為法上の厳このように，
格責任の対立を解決するカギとして， このエコノミック・ロスが用いられて
きているといえる。
この見解からすると，
ることとなる。確かに，
保証責任はもっぱらエコノ ロスを対象とす
ノミヅク・ロス
ミヅク。
統一商法典は主として商取引とエコノ
を対象としてはいるが，損害の種類や取引の型態にかかわらず適用されるこ
（92）
とを予定していた。そこで，Franklinは統一商法典がﾉﾄﾄ|法に解決を委ねた
をどの程度まで排除すべきかの問題であ唯一のものは，契約関係（privity）
って，通知（notice)，免責条項（disclaimer）を
論を使うことは許されない。Seely事件の場合よ
排除するため，不法行為理
りも身体傷害が問題となっ
契約関係を排除することにI士よ り大きな理由があるが，そのている場合に，
事体の争点は不法行為責任か保証責任かという点に求められるべきではなく，
（93）
契約関係を廃棄すべきか杏力勤という点にあると指摘する。
９６
tfろん， 明示の保証責任にもとづいて， ニコノミック・ロスの賠償を製造
者に対して求めることは， どのような立場からも異論がないのであるから，
ここでは黙示の保証責任が問題となる。 すなわち，製品を市場に出しただけ
その製品が使用するに安全で， しかも適切であることを表示しているとで，
糸，その表示にもとづいて製造者に対するエコノミック・ロスの賠償を認め
（94）
るべきか否かという点である。EdmedesらIま肯定する。先のMorrow判決
屯同様である。
これらの見解とSantor判決との実質的な相違は，前述したように，統一
免責の規定が適用されるか否かにある。商法典の通知，
もっとも， 平等でない取引状態の場合には非良心性 (unconscionability）
〔それを理由に裁判所は契約の￣部または全部を否認できる〕の役割を強調するこ
（95）とによって，不法行為法上の厳格責任と同様の結果をもたらそうとする見解
そうならば，もっぱら，屯あり，
見解も，
法的構成の相違だけとなろう。 ただ，その
不法行為法上の厳格責任によってエコノ ミック・ロスの賠償を認め
ることは制定法である統一商法典を浸食することとなるとして，エコノミッ
（96）
ク・ロスについてlま保証責任によるべきだと主張する。また，あるコメンテ
不法行為法上の厳格責任によっても保証責任によっても重大な運イターは，
いが生じないかもしれないが，問題となっている事件と実質上同一の領域を
（97）
扱う制定法を裁判所が無視することは正しくなし、であろうと指摘する｡
力で不法行為法上の厳格責任にもとづいてエコノミこのように，アメリ
ク・ロスの賠償を認硬
ツ
めることは， 保証責任を定めた制定法を無視する結果と
なるのではないかという点が， それぞれの法理によって達成される結果の妥
当性を一応別にしても， 重大な問題となっているのである。
･ロスの柔の賠償は不法行為法上の厳格責任，だが，エコノミヅク ネグリ
ジェンスによって認められるべきか否かは， 尊びかれる結論の妥当性と関係
がないというわけではない。そこで， つぎにわれわれは，この問題のより実
質的な理由付けへと目を転ずることとしよう。
製造物責任とエコノミック・ロス（執行秀幸）９７
(89）Shanker,ＡＣａｓｅｏノル`iciczJC""/妙αﾉ！（ｍｅ"ａｃｉａＪＡａＯｐ"o〃”
ＳかjCJTbγＺＰγ０ｺzcC'ＳＬｍ６ｉ"ｆｙＴﾉﾔｇｏか)，１１ＡＫＲｏＮＬ･REv、６９７（1978)；
Dickerson,Ｐγ0α"ｃｊｓＬｆａ６ﾉﾉｶﾞらﾉｺﾞＤＣα〃Ｗｍｅα"αﾒｶＢＣＣ"s"〃"o”/”"
SCC'わ〃402Ａ,４４TENN.Ｌ・REv，２０５（1977）；Edmedes，ｓ"カァｑｎｏｔｅｌ２；
Titus,Ｒａｓ'α/c腕c"＃（Seco"の〃ＴｏγZsSec"0〃402Ａα、坊ＣＤ)zi/Dγ”
CO沈沈”ｃｉａＪＣｏａｅ,２２ｓ亜AN.Ｌ・REv､７１３（1970）〔各州で問題状況が異なるこ
とを力説する｡〕；Franklin,ｓ"がａ 〔製造物責任で考慮されるべきことｎｏｔｅ１４
l土商取引とはかなり異なり統一商法典で製造物責任を解決することに若干の疑問
統一商法典の存在を無視することはできないとする〕。を述べながら， 他にも冬
<の文献があるが，それについてはWade,szuがａｎｏｔｅｂｅ85,ａｔｌ２４ｎ３参照。
(IDjd)。このような主張者のほとんどは商法学者であるという
(90）Wade,８噸γαｎｏｔｅ８５,ａｔｌ２５，
(91）〃,ａｔ123.
(92）Ｓ･WADDAMs,ｓ"Pγａｎｏｔｅ４０,ａｔ２２ａ
(93）Franklin,３”γαｎｏｔｅｌ４,atlO16-7．
(94）Edmedes，ｓ”γｃｚｎｏｔｅｌ２；Ｃｏｍｴnent，ＴﾉheWrcl"ｇＰγCD陀腕”ｒｈｃ
Ｐ"reJyEco"o'"ｉｃＬｏｓｓｊ〃Ｐｒｏ`"cfsLi26ｶﾞﾉｺﾞｶﾉＦＡ〃”"かノ〃Ｓｃ”cル”ａ
SEToNHALLLREv,１４５（1972）〔未見〕Rc”c〃'４
P勿吻ｃＪｓＬｉａ６ｉﾉｶﾞがｉ〃GCC/inＩ,ｌ２Ｇｏ． ＬＲＥｖ､８３，１０２〔1977〕(95）
(96）
(97）
）ＩＤ〃．
）jMZz"z`/YZcr””S，Ｌｉ刀ｂｉＪｉ`ｙｒｏＲｅ腕o＃ｅＰ”c"αSeハノbγ“ECO"O碗ｉｃＬｏｓｓ”
Dα腕Uzg巴S-TDγノＯｒＣＯ"'γαCf？ｌ１４ＵＰＡ.Ｌ､REv､539,549（1966)．
３エコノミック・ロスと免責条項
不法行為法上の厳格責任をニコノミック. ロスの象の損害についても課す
ことに反対する実質的な主たる理由は， 製造者らが，この責任を排除ないし
制限できない，しかも，不法行為法上の厳格責任は契約関係があったとして
（98）
も適用されるので，契約関係にある者に対してもできないということにある｡
統一商法典は制限があるものの基本的には責任の排除を認めており， それは
「身体商取引にあって重要な役割を果している。 統一商法典2-719（３）条は
傷害に対する間接損害の賠償を制限することは， 消費者製品の場合には一応
十分に非良心的(unconsionable)であるが，損害が商事上のものである場合
（99）
には，損害賠償の制限Iま一応十分とはならない」と規定する。また，統一商
９８
法典にあって，ﾌﾟﾋﾆとえ， 損害が商取引におけるものでなく個人の消費者に対
して生じたものであっても， その損害が単にエーノミヅク・ロスである場合
には，免責条項が非良心的であると通常されるのかどうかも疑問があるとい
（100）
われている。このような状況にあって，不法行為法上の厳格責任力:エコノミ
ツタ・ロスについても製造者に課せられれば， 製造者が消費者に直接なした
免責条項や責任制限条項の効力が否定されるばかりでない。 さらに，製造者
とによって，消と小売業者との契約で， 免責条項や責任制限条項を用いることによって，
費者が蒙るであろうエコノミック。 ロスの責任を適法に分配をしたとしても，
消費者が直接製造者に対して不法行為法上の厳格責任を追及しう るとすれば，
。このよう彼らの契約による責任の分配は無意味となってしまう こととなる
ノミック・ロスの承のなことから， 不法行為法上の厳格責任にもとづくエコノ
（101）
賠償'よ否定されるべきだと説かれるのである。
イギリスのMillerとLovellがﾈｸﾞﾘｼﾞｪﾝｽでエコノミで ヅク・ロスの
主として，このことによ永の賠償責任を製造者に課すことに反対するのも，
（102）
って，契約の自由を侵害罠する点にある。
すなわち，Ａ７
を買った事例で，
とえ，ネグリジ
Ａが製造した製品をＢが買い入れ， さらにＣがＢからその製品
ＡＢ間の契約に適法な免責条項が入っていたとしても， た
ェンスにもとづいていても，Ａに対して純粋なニコノミック
・ロスの直接の賠償をＣに認めれば，ＡＢ間の免責条項は，ＡＢ間でしか効
力をもたないので，それは何らの意味ももたなくなってしまうという理由か
らである。
このように，これらの見解の趣旨は，純粋なニコノミック・ロスについて
I上契約自由の原則を尊重すべき領域と して残しておくべきだとする点にある
と染ることができよう。とすれば， 契約の自由が機能すべき領域の基準を損
害の種類に求めるのではなく，
るのはむしろ当然ともいえる◎
してきたのは，一般消費者は，
取引の型態に求めるべきだとする見解が生ず
何故ならば，不法行為法上の厳格責任が発展
売主がもっている専門的知識も取引能力もも
さらに損失を分散する能力をももっていないので， 一般消費者に契たない，
製造物責任とエコノミック・ロス（執行秀幸）９９
､う認識にもとづいていたと約自由の原則を強調することは妥当ではないとし
すれば，その点は純粋なエコノ
らである。ただ，身体傷害とiivl
的損害を伴わぬエコノミック．
ロスの場合も同様であるといえるかミヅク
ただ，身体傷害と純粋なニコノミ ヅク・ロスとを比較して，物理
ロスの賠償の社会的必要性が小さいのではな
いか。そうだとすれば，その点が，
らす可能性も存在する。確かに一）
この問題を考える上で重要な影響を＄た
確かに一般論としていえば，身体傷害の方が純粋な
ロスよりも厚く保護されるべきこ とに異論はないであろう。エコノミヅク・
しかし，そこ力 Fビスを保護する必要はないとはいえたこからそのエコノミック
いし，財産損害の賠償が認められれば，
（103）
否定する合理的理由はなし､ともいえる。
純粋なエコノミック・ロスの賠償を
そこで，ＮｏｅｌとPhillipsは，(1)純粋な．
的損害と同様，消費者は重大な被害を豪る，
とPhillipsは，(1)純粋なニコノミック・ロスによって物理
(2)売主がもっている製品に対す
る専門的知識や損失の危険を分散する能力を消費者はもっていないことから，
_般消費者が蒙っ大損失については，その種類を問わず，免責条項は効力を
（104）
もたないとすること力:好ましいと主張する。また，純粋なエコノミック・ロ
ジェンスにもとづく賠償を肯定する nklinも，財産損害やエ
合と比較すれば，被害者
より正確に危険を評価す
スのネグリ
コノミ、ソク
Ｆｒｎｎ世11,
身体傷害の場合と比較すれば，ミッ ・ロスの承の損害の場合，
それらの損失を担保する保険をつけることも，Iま，
ることもできる， さらに買主の家族に損害をもたらす可能性も減少するが，
取引能力が等しくない限りは，免責条項を認めれば，製造者が払う注意義務
が減少してしまうなどの理由から，買主が一般消費者である場合にはニコノ
（105）
ミック・ロスについても免責条項の効力Iこ否定的である。
物理的損害の場合にも製造者にネグリジェソスや不法行為法上の厳格責任
を認めれば， 同じように契約自由の原則が阻害されるという問題が生じた。
そうだとすれば，純粋なエコノミック・
定を，契約自由の原則の侵害にもとめズ
ロスの場合に製造者の直接の責任否
の侵害にもとめたとしても，それは十分な理由とはな
らないだろう。なぜならば，物理的損害と異なり何故にエコノミック・ロス
の糸の損害において契約自由の原則が尊重されるべきなのかという真の理由
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が述べられているわけではないからである。
おそらく，物理的損害よりも，エコノミック・ロスが価値的にそれほど重
大なものではないとか，エコノミック・ロスの範囲が広がりやすいなどの理
由が考えられるであろうが，
思われる。もっとも，アメ
まさにそれらの理由を明確にする必要があると
リカにあっては，前述の如く，統一商法典で，ニ
コノミヅク・ロスについての責任を容易に排除，制限しうるので，この統一
商法典の規定を問題にせざるをえないという事情がある。 また，不法行為法
上の厳格責任は，
引でのエコノミ
消費者取引にも商取引にも適用があるので， そこでは商取
ロスに対する責任の排除も全く不可能であるという点ツタ
力における製造物責任におけるニコノも，アメリ ミヅク・ロスの問題の解決
を困難にしてきている。
はたして，消費者取引をどのように定義すべきかなど，十分な検討を要す
るものと思われるが，すくなくとも消費者取引の領域において，製造者に二
ロスの責任を課すべきだとしたならば，コノミック ニコノミヅク・ロスに
あって､免責条項の効力を否定ないし制限するこ とは妥当であると思われる。
(98）ＣｏｍｍｅｎｔｍｏｆｔｈｅＲｅｓｔａｔｅｍｅｎｔ（Second）ofTorts,Section402A．
もっとも，不法行為法上の厳格責任にあっても免責条項を肯定する若干の判例も
存在する。この点について，黒田喜重「製造物責任と免責約款一米法上の製造物
責任の－考察」愛知学院法学研究20巻２号91頁（1976）参照。Mc-Nichols，
Ｗ肋ｓａｙｓｵﾉｶαオＳｵﾌﾟｺﾞcrToγｊＤｉｓｃＪａｉ””γＣａ〃ZVeDcγＢｅＥﾉﾂなcがucPThe
CozJrﾉＳｃα""ｏｒＡｇγ“，２８０KLA．Ｌ・REv、４９４（1975）；Ｎｏｔｅ：Ｐγ0“cfs
L/cz6i【ﾉｵｙ'〃ＣＯ沈加”cノロノ”cz"sac"0"ｓ６０ＭＩＮＮ.Ｌ･REv，１０６１（1976）はこ
のような判例に肯定的である。DeSaussure,ＰγCCZ"“Ｌｊａ６ｊ"bノα"‘ﾋﾟﾙｅＵＳｅ
"Disc化”〃Ｃﾉα"ｓｇｓｂｙＡｉγcγα〃Ｍｎ"z過ﾉｾcZ”〃s,inDieProdukthaftung
inderIu1ft-undRa''1T1f河ｈｒｔＤｏｋ'1TTU＆ntationeineslnternationalen
157（1978）は航空機は一般大衆の生命に重大な影響をもたらすKollo･ｑｕｉｕｍｓ，
ものであるから航空機製造業者の免責条項はたとえ企業間にあっても効力を否定
すべきとする。
(99）保証の排除と変更については，Ｒ・プラウカー道田信一郎・アメリカ商取引
法と日本民商法Ｉ売買202頁以下（1960） 参照。
製造物責任とエーノミヅク・臣ス・「ヱス（執行秀幸）I01
LIABILITY305-6（1974）〔以下，，．(100）ＤＮｏＥＬＡＮＤＪ･PHILLIPs,PRODUCTS
ＮｏＥＬＡＮＤＪ,PHILLIPsで引用する〕｡
(101）Ｐ'０“cﾉｓＬｉａ６ｉＪｆＺｙ"siSpγ"αe"Ce，ｓ"γａ ｎｏｔｅｌ２，ａｔ958-64；Ｔ７ｂｅ
ＣｏＬ．Ｌ･REv、1084,1102-4E”α"αi"ｇＳｃ妙ＣＯ／Ｅ"'cやｼﾞﾌﾞseLiQ6i"b'，６２
(1969）；Speidal，Ｐγ0“cﾉsLia6iJibﾉ，ECO"0碗/ｃＬｏｓｓｕｚ”ＴⅦlcUCC，４０
TENN.Ｌ､Ｒ回v､309,317-8（1973)；SalesandPerdue,ＴｈｃＬａｗ”Ｓかjc/
ＬｉａｂｉＪｊｊｙｉ〃Ｔｅras，l4Hous．Ｌ・REv．］，８４－８（1977)；CaseNotes，４４
JouRNALoFAIIBANDCo班MERoE，２０７，２１２（1978)．不法行為法上の厳格責任を
ク・ロスの染の賠償をこのような理由で否定す主張するLorenzもエコノミッ
る（Lorenz,EinigeRechtsvergleichendeBemerkullgenzumGegenwa‐Pｂ
rtigenStandDerProduktenhaftpflichtimDeutschenRecht，３４
RabelsZ､４５－６，５５（1970)．
(102）Ｃ,ＭＩＬＬＥＲＡＮＤＰ､LovELL,ｓ幼γzznotel9,ａｔ150-8,344.
(103）Waddams,Ｐ'CCZ脚c'ｓＬｉａ６ｉ"fy-D"bjr0WmP"-ECO兀沈icLoss-52 CAN．
BAR、REv、96,1020974)．
(104）Ｄ・ＮｂＥＬＡＮＤＪ,PHILLIPs,ｓ“γαnotelOO,ａｔｌｌ４（1974).また，Ｐｸﾞ0“cls
Lja6i"rygmeMtz"z`/tzc'”BパReSPo"si6iJiﾉﾌﾞｆｙノbγECO"0碗ｊｃＬｏｓｓ－Ａ"0ﾉﾊ”
Looh,８MEMPHIsSTAmUNIvERslTYL・REv、６５３（1978）；ECD"0腕/cLosses
α"は S！γｉｃｆＰγO“cｵSLiabjJify：ARgCoγ‘ ガル`icjaJCoDZ"sio〃Ｂｃｵzuce〃
ｉＲ１０２（1978）もほぼ同様な結論にＣＯ"メアαｃｊａ,ｗＪＴｂ汀，５４NoTREDAMELAwYER102（19 同様な結論ｌ
達する。
(105）Franklin，ｓ”ｱａｎｏｔｅｌ４,ａｔｌＯ１９、ニュージーランドの論文であるが，
Smillie，szuPγα〃0ｵｅ２４，ａｔｌｌ９；Bennet．ＰγＣａ"crsLia6iJij非乃ｱﾉﾉ0"ｓ
RccoD”ｙ九γＥＣＯ"Cl"'cLoss,７Ｖ.Ｕ､Ｗ､Ｌ､REv､330,346（1974）も，一般
消費者は取引能力をもっていないので，たとえエコノミヅク・ロスにネグリジェ
ンスの責任が課せられて製造者の免責が認められなくとも問題はないとの指摘を
する。
４エコノミック・ロスの保険の利用可能性
純粋なエコノミック・ロスは不確定的で，その範囲も拡大することが多く
予測不可能である。そこで，製造者は，このような損害に対して責任保険を
きわめて困難である。他方，営利活動を行な
user）は製造者よりも，そのような損害を子
利用することは不可能または，
っている使用者（commercial
営業上のリスクに含ませているのが通常であり，測できる立場にあり， その
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損害を容易に利用できる保険や自らの顧客を通じて分散させることも可能で
（106）
ある。このような点も製造物責任でエコノミック・ロスの糸の損害の賠償力：
否定される重要な実質的な理由と して指摘されてきている。
要するにこの見解は，(1)エコノミック。
ある，(2)製造者よりも製品の使用者の方力
ロスの範囲は広範となるおそれが
リも製 がエコノミヅク ・ロスの予測・危険
しかし，①，(1)の広
ロスでは損害の範囲
分散に有利な立場にあるという事実認識から出発する。
範となるおそれについていえば， 直接的エコノミッノ
接的エコノミック.
ツク・
ク・ロスにあっても，営利
(広範となるおそれ）(2)（使用
）一般消費者の場合にあっ
Iま広範となるおそれはない。②間
活動を行なっている製品の使用者については(1)
者の分散能力の有利性）とも妥当するといえようが，
ては事情が異なる。すなわち，③一般消費者が蒙る間接的エコノミック・ロ
スには自動車の欠陥を修理に出している期間に他の交通機関を利用した費用
などが考えられるが， その損害額は決して大きなものではないし， 一般消費
者は製造者以上にそのような損害を分散する能力に劣っているといえるであ
ろう。
以上の点をどの程度考慮するか仁よって見解が分かれることとなる。 アメ
リカのあるコメソテイターは間接的エコノミック・ロスと異なり直接的エコ
ミック・ロスはその範囲が限定されることから，この直接的エコノミックノ
●
(107）
ロスについては不法行為法による賠償を肯定する。しかし直接的エコノミ
ロスの範囲が限定的なものであれば小売業者に契約責任を追及すればツク。
十分ではないのか，また，製造者に上のよ うな責任を課すとすれば製造者と
中間業者間の適法な責任の排除ないし制限が無意味なもの となってしまうと
前者については小売業者の支払の疑問が生じよう。この点について，彼は，
いう必要があるし，後者についても間接
的エコノミック・ロスの責任を排除する
､不能の危険を製造者に負わせるとし
的エコノミック・ロスと異なり直接的エコノ
心的であるとされる可能性は強いであろうと染る。ことは非良
不法行為法上の厳格責任を主張するニュージーランドのTobinも直接的
（108）
エコノミック・ロスと間接的エコノミック・ロスを区FＩして論ずる゜直接的
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消費者に対する賠償は物理的損害に対してエコノミヅク・ロスについては，
不法行為法上の厳格責任を認める理由がそのまま妥当すると承るが， 商人が
原告である場合，(1)製造者が原告よ りも必ずしも損害を分散する為に有利な
(2)無制限に訴訟が増大する可能性をもたらすとい立場にあるとはいえない］
ロスの賠償を否定､する。 間接的エコノミ
しかも製造者よ
またその損害は
一般消費者の豪
う理由から，直接的エコノミック．
・ロスの商人に対する賠償も， その損害が広範となり，ヅク
りも被害者の方がそのような損害を評価できる立場にある，
事業のリスクの性格をもつなどの理由から否定する。 また，
ロスは決して大きなものではないとしながら，ろ間接的エコノミック それ
は梢ゆえそれは不法行為法で保護するに値しないとする。 要するにＴｏｂｍ
費者に生じた直接的なエコノ ロスの柔の賠償を不法行為法上の厳格ミック｡
責任にもとづいて認めるのである。
右の二説の中間をいくのが の見解である。範囲が限定されることSmlllie
間接的エコノミッユスの賠償を認めるとともに，から直接的エコノミック
ク・ロスについても消費者に生ずものは大きなものでもないし消費者の損害
（109）
分散能力力勤らしても，肯定すべしとする。
ロスの賠償を認めるべきか否かのこれらの見解はいづれもエコノ ミヅク｡
(2) (使用者の分散能力の有利性）を考慮する決定に対し(1)（広範となるおそれ）
しかし，そのこと自体も問題となりうる。すなわち，という点では共通する。
損害の範囲がいかに広がるといっても， ただそれだけの理由で責任を否定す
営利活動を行なっている使用者の方が製造者より 咄エコノミろ必要もない。
ツタ・ロスを二 営業上のリスクに見込んロスを予測・評価 ･分散しうる立場におり，
財産損害や財産損害から生ずるエコノであるのが通常だという点も， ヅク
ロスにも同様なことがいえる。保険の利用可能性についても， 被告が保険
自体も不合を利用できないような損害については常に責任が否定されること
（110）
理であるとし､うこと屯できるのである。
もっとも，われわれは，そもそも英米，特にアメリカにおいて得べかりし
（111）
利益の喪失の賠償を認めること自体制限力:なされてきているという点に注意
１０４
しなけｵしばならない。たとえば，アメリカにあってはそのような損害はその
性質および原因が特定して明白である（certainty）ものでなければならない
（112）
ときれている。このような原則は損害の算定がイギリスでIよかって陪審員に
よって行なわれ，アメ リカにあっては現在でも陪審員によってなされている
ことと無関係ではない。 陪審員が被害者に同情して途方もない高額の賠償を
認める傾向があるが，
（113）
れてし､る力､らである。
それを抑制する役割をこの原則がもっていると指摘ざ
そうであるとすると，
審制をとっているアメ
そのことが，エコノミ
ロスの範囲が広範となる潴それは陪ニコノミヅク。
リカにあっては大陸法諸国以上に大きなものである。
･ロスの承の賠償を制限しよう とする一因となっツタ
ていると承ることもできるのではなかろうか。
ともあれ，ここにおいても， 消費者取引と商取引とを区別しう るとすれば
少なくとも消費者取引の場面においてニコノ ミック・ロスの賠償を否定する
何ら説得的な理由は存在しないといってよいであろう。
Seelyv、WhiteMotorCo.，４０３ｐ，２ｄ
ＬＡｗｏＦＴｏＲｓ,５０６（5ｔｈｅｄｌ９７７)．
(106）
ＴＨＥ
(107）
(108）
145,150-1（1965)；JFLEIING，
Pγo“c′ｓＬｆａ６"ｶﾞがルプjspγ"｡e"Ce， ｓｚ４Ｐ７ａｎｏｔｅｌ２ａｔ９５７-8,966．
'γＶ０ｆＥｃｏ"0腕ＬｏｓｓＰ４Ｎ･ＺＵ．Ｌ、Tobin，Ｐγ0α"cZsLia6〃iＺｙＪ RBco"”ｙｏ／ECO"0腕LossP4N・Ｚ. ､ ，
リカの製造物責任とコモン・Ｆｔ－諸国のそれREv､３６（1970)．
を比較検討し，
この論文は１アメ
不法行為法上の厳格責任の導入を主張する Tobin，Ｐγo“C/S
Lfa6ｶﾞﾉｶﾞbﾉ：ＡＵ)z〃ｃａ
Ｕ.Ｌ・REv、3770969）
S′αｵCSCO碗沈0"z(ﾉcα〃ﾉｾＣＯ"'P”α＃ｊＵｅＳｚｚγ2Ｗ，３Ｎ･Ｚ．
の続編たる性格をもつものである。
(109）
(110）
(111）
Smillie，ｓ”γαｎｏｔｅ２４ａｔｌｌ９－２２．
SWADDAMB，PRoDAcTLIABILITY，33-7 ●一、００ダム〃圭方”ｒ（ｕ】『－ムダｒ０Ｌ
Ｈ・SToLL，CoNsEQENcEsoFLIABILITY：REMEDIEs,３１－３３inlNTERNATIoNAL
ENoYoLoPEDIAoFCmlPAIEATIvE LAwVolumeXChapter6（1972）〔以下Ｈ，
SToLLで引用する〕
(112）CMcCoRMIcK,DAMEGEs,97-117（1935）参照。
(113）Ｈ・SToLL，szZPγαnotell1，ａｔ３１．
製造物責任とニーノミック・ロス（執行秀幸）１０５
５エコノミック・ロスと注意義務
ロスが広範なものとなりやすいたとえ，免責条項の問題もエコノミヅク.
という問題をも何とか切り抜けたとしても， 問題はすべて解決されたという
こととはならない。
責任が肯定されるためには注意義務ないし欠陥の存在が必要でそもそも，
ある。すでに1947年にLawsonは英独仏の不法行為法を検討しエコノミヅ
（114）
ク・ロスと注意義務との密接な関連を指摘している。またDutton事件で
Stamp判事はその事件では損害の種類ではなく注意義務が問題であると し
注意義務の存在も様汽な価値判断と関係しており，犬。むろん， 注意義務の
視点からの検討もこれまでの議論と全く無縁だというわけではない。 しかし，
ここでこれまでの議論で登場しない問題点も明らかとなる と思われるので，
Iま，製造物責任におけるエコノミック
察していくこととする。
ロスの問題を注意義務の視点から考
（１）製造者}
務がなければ，
ても，修理費.
に生命身体， 財産に対して安全な製品を供給する義務以上の義
主が自動車を買ったがその車が全く動かないとしたとえ， 買
やそのことlこよ
えないことは明らかである。
っていない場合にもエコノミ
陥を修理する費用，さらには
接的エコノミヅク・ロスなど
りこうむる営業上の損失などを製造者に請求し
製造者がそのような注意義務しか負もっとも，
ツタ・ロ‘ロスが問題となりうる。危険性をもつ欠
さ ， これに伴なって生ずる営業上の損失などの間
ロス である。 アメリカにあっては，)製品自体に対す
ジニンスや不法行る事故による損害を物理的損害とすることによってネグリ
為法上の厳格責任による賠償を少なからぬ裁判所は認めている。 イギリスlこ
あっても， 製品自体に対する物理的損害をエコノ ミヅク・ロスとしてではな
<物理的財産損害としてネグリジ＝ ソスにもとづき製造者に対する賠償が肯
イギリスでも危険な欠陥製品の危険性を除去する費定されている。さらに，
用についても製造者に対して責任を負わせていると糸るこ とも可能であるこ
とについてはすでに前述した。
はたして，このようなエーノミック. ロスの製造者に対する賠償を認める
１帖
べきであろうカユ。 危険な欠陥製品からエコノミ ロスの承の損害が生じツク
允場合にあっても，製造者の責任を肯定すべきとして，アメリカのあるコメ
（115）
ソテイターは以下のような理由をあげる。(1)その責任を肯定することlこよっ
て物理的損害を予防すること ができる。 (2)危険な欠陥製品によってエコノ 弓
ロスの糸が生じた場合と， うな製品から物理的損害が生じた場そのよツタ｡
とは不平等である。 (3)責任を課すことで製造者の注意義務合とを区別するこ
が加重されることはない。 物理的損害が生じた後に賠償が認められるまた】
その損害を防止することが好ましいし，よりも， 被告の観点からしても，防
止する責任の方が物理的損害が生じた後に賠償する責任よ りも小さなもので
あるので製造者に責任を負わせたとしても問題はないとの指摘もなされてい
(116）
る。このような価値判断は妥当なものといえるであろうが，それで問題Iよす
単なる製品の価値のすぐ後で検討を加えるがⅢべて解決したとはいえない。
その賠償額は買主が買った価格などの取引内減少についての賠償において，
容によって決定されるので，その賠償は不法行為責任にもとづくことはでき
（117）
ないとする見解に答える必要がある。この点Iま，損害賠償額を物理的損害を
生じた製品や危険な欠陥を修理して， 買った時の価格に相応する完全な製品
の状態にする費用ではなく，身体や財産に対する危険を除去する費用とする
（118）
ことによって問題を回避すること力:可能であろう。さらに，危険な製品の危
険性を除去する製造者の責任が広範なものとなるおそれも， 請求権者を危険
が生じた時点での，その製品の所有者または占有者に限定するなどの方法を
（119）
とることlこより除去しうるであろう。
製品自体の損害や製品の危険これらの指摘が正しいものだとしたならば，
性を除去する費用を単にニコノ ロスであるという理由の糸で不法行ツク｡
為法にもとづいて製造者に責任を課すべきでないとするこ とはそれほど説得
力をもたない。 そうであるからこそ， 英米において， これらの損害をエコノ
ロスとしてではなく物理的損害に分類しよ うとする傾向があり， そミック。
のことによって，エーノミック. ロスの不法行為責任にもとづく賠償を否定
する原則との抵触を避けよ うとしていると詮ることができるであろう。 すな
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わち，何をニーノミヅク・ロスと染るべきかの混乱も，製造者の生命身体.
どの程度の損害まで保護財産に対して安全な製品を供給する義務からして，
すべきかの価値判断の相違が一因となっているといえるのではあるまいか。
小売業者が危険な欠陥製品を売ったことによって支払った賠償ちな糸に，
金はニコノ ミヅク・ロスであるにかかわらず， 製造者に対して不法行為法上
の厳格責任にもとづいてその損害の賠償が認められるのも， それが危険な欠
陥製品を供給する製造者の責任を追及する不法行為法上の厳格責任の目的の
範囲内にあるからであるとみることができるのである。
以上のような場合に損害がエコノ ミヅク・ロスか否かは重要ではない(2)
そこから当然に製造者は製品が安全ではあるが品質が劣となったとしても，
っていることに対する責任も負うべきであるとする結論は直ちには導びくこ
とはできない。
何らの身体傷害や財産損害を伴わぬ暇疵ある製品を修理ないし交換する費
ロス）は暇疵ある製品の実際の価値と暇疵がなかつ用（直接的エーノミック.
たとしたならば得たであろう価値，すなわち，
（120）
払っﾎﾞｰ価値との差として計算される。そこで，
多くは原告が売主に実際に支
製品の品質が劣っていたため
に買主が多く支払いすぎたという訴に対する救済はもっぱら代金を支払った
者に対してなされるべきであると主張されることとなる。 Prosserは， たと
その製造者がはっきりと二流品とえば， して製品を売ったにもかかわらず，
製品を買った小売業者が一流品として売ったために， その製品を買った消費
者がその製品に対して多く支払いすぎてしまったとしても，その損害の賠償
（121）を製造者に対してなしうるとすることIま合理的でないという理由をあげる。
通常の要求には適切な品質をもまた，Seely判決の中でTraynor判事は，
つ製品ではあるが， 製造者が知らない消費者の特別な要求に合致していない
製造者はその点について責任を負うべきでないという理由をからといって」
（122）
述べる。
要するに，』製品に暇疵などがあり， 品質が劣っているということは，買主
の品質に対する期待が裏切られたということを意味するが， 品質に関する期
108
侍の程度は取引の内容や支払った価格によって決定されるのであるから， 製
品が一定の品質をもつ期待は契約によっての柔生ずる。 消費者が契約をした
小売業者に消費者が多く払いすぎた場合に， 値段を定めたのは小売業者であ
って製造者でないのであるから，
ないということであろう。
製造者に不法行為責任を課すことは公正で
確かに，このよ
ない゜製品の安全
うな見解を不当なものとしてすべて否定しさることはでき
性とは異なり， 安全性と関係のない品質に関して， 製品を
購入する契約内容や価格とは全く関係なく 製造者に一定の品質をもつ製品を
供給する義務を一般的には課すことはできないのではないかと思われるから
である。 もしそのような責任を製造者に課すとすれば， 製造者は基準以下の
品質をもつ製品を， たとえ安い価格にしても供給できないこ ととなる。他方，
辻るが.はたし消費者は品質は劣るが安い価格の製品を得る ことはできなくなるが，
これらの結果が妥当であるかは疑問の余地があるからである。て。
そこで，つぎに， 以上のよう見解を全く否定することはできないにしても，
製造者に安全ではあるが品質が劣っているこ とに対する責任を常に課すこと
Iまできたいのか否かが問題として浮かびあがってく ろ。
,製造者が新聞，テレビ，①まず，このような見解が正当であるとしても，
ある製品が一定の品質をもつものと消費者に信頼を与ラジオなどを通じて，
えた場合にあっては， 製品が信頼通りの品質をもたなかったことに対して製
造者が責任を負うとしても， 前述したような問題は生じない。 すなわち，梨
造者は自らの製品に対する具体的な表示によって消費者に与えた信頼以上の
とばないという意味で責任は限定されていること責任を負うこ から,Prosser
判事が提出する問題は発生しない。 また，製造者はあるべき一やTraynor
定の品質以下の製品を供給したことに対して責任が問われるのではないから，
（123）
品質のあるべき基準を決定するという困難な問題も生じない。さらに'土，免
統一商法典によれば契約当事者間にあっても明責条項の問題も回避しうる。
示の保証がなされれば，それと両立することが不合理（unreasonable）な責
（124）
任の排除また'ま制限は効力を有しない。そこで，たとえ製造者が直接責任を
製造物責任とエコノミック・ロス（執行秀幸）１０９
負わされ，製造者の卸売業者に対する免責条項が事実上無意味となったとし
（125）
ても，統一商法典のとるポリシーと矛盾するものでlまない。統一商法典から
同時にそのような信頼によ
の象の損害であっても）に対
製造者が消費者に信頼を与えながら，離れても，
ってもたらされた損害（それがエコノミック・ロスの象の損害であっても）
する責任を排除しうるということは容易に認められるべきではなかろう。
アメリカの多くの裁判所で明示の保証ないし不実表示にもとづいては，製
●■●
造者lこ対するエコノミック・ロスの賠償が認められている実質的な理由は以
うな点にあるとみることができる。前述したように，純粋なエコノミ
（126）
ロスに対する製造者の責任に否定的なイギリスのMillerとLovellも
上のよ
ツク
明示の保証にもとづいてそのような責任を肯定する。 間接的エコノミック．
品質が劣っているという直接的エコノ ミヅク・ロスに対すロスとは異なり，
ろ製造者の責任を不法行為法上の厳格責任およびネグリジェンスによって否
（127）（128）
定するカナダのWaddamsも善意不実表示にもとづいて，イギリスのＣａｎｅ
ってそれぞれ製造者の責任を認める。 このように，どのIま過失不実表示によ
具体的な要件をどのように考えるかは別としても，ように法的構成するか，
安全ではあるが粗悪な品質に対する製造者の責任を， 製造者がなした品質に
対する具体的な表示の信頼にもとづいて肯定するのも先に述べたよ うな事情
によっているものと思われる。
らの見解と抵触せずに製造者にさらに安全では②では，先のProsser
あるが粗悪な品質に対して厳しい責任を課すことは不可能であろうか。必ら
ら主張されているわけではないがずしも， このような視点か Franklinの見
製造物責任はうに思われる。前述したように，解はこのような機能を果すよ
不法行為法上の厳格責任ではたく もっぱら統一商法典上の保証責任でい くぺ
ぎであると主張する彼は，エコノミック．ロスについてもネグリジェソスに
（129）
もとづいて製造者Iこ対して賠償責任を認めるべしという。ただ，発生するで
あろう損害が修繕費用の損害の糸である場合には, 製造者は製品に含まれる
危険を十分に開示すればよい。 そこで， 買主は自らの危険でその製品の価格
これに対し，欠陥があれば，と開示された危険を衝量しなければならない。
110
身体傷害や物理的財産損害をもたらす可能性のある製品の場合， 消費者がそ
のような危険を評価することは困難である場合が多いので製造者は相当な注
（130）
意義務を負うべきだと指摘するのである。FranklinＩま欠陥を非商品性，
（131）
（unmerchantability)，すなたち製品が通常の目的に適していないことと定
（132）
義するので，製品力:特Ｂｌな要求に合致していないからといって製造者にその
責任を課すことはおかしいとする批判はこの場合はあたらない。 また，この
それが身体傷害や物理的損害を生見解によれば，たとえ欠陥ある製品でも，
ぜしめる可能性がなく欠陥のもつ危険性を十分に開示すれば市場に供給する
小売業者が欠陥のない製品と同じ価格で売ったとしても製造者ことができ，
開示すべき内容などにさらに検討の必要1弍何ら責任を負わないこととなる。
の説によれば先の問題を回避しうるのではなるかがあるが，このFranklin
と思われる。
製造者に開示義務以上の注意義務を課すこと ができるである③さらに，
うか。
製品が通常の目的には適してはいるが， 特別の買主に要前述したように，
求される品質をもっていないという理由で製造者は責任を負わされるべきで
はたいというTraynor判事の反論については，同じSeely判決での反対意
（134）
見を述べたPeter判事が答えている。すなわち，製造者Iまあらゆる用途に
そのような製品が売られ，使用される通適した製品を供給する義務はなく,
常の目的に適している製品を供給する義務の糸を負っているとPeter判事は
（135）考えるわけである。エコノミック・ロスの蕊の賠償を不法行為法上の厳格責
任ないしネグリジニソスにもとづいて肯定する学説も，この見解を受け継い
（136）
できてＵ､る。
それが売られ使用される通常の目的に合理的に適このように，製造者は，
合している品質の製品を供給する義務を課すことによって， ほぼTraynor
判事の提出した問題を解決しうると思われる。しかし，身体や財産に損害を
もたらす欠陥の場合と異なり，通常の目的に適している品質か否かは，その
（137）
製品が売られる価格によって左右されざるをえなし、であろう。とすると，こ
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のような品質に達しない製品を買わされた買主は価格を定めた小売業者にそ
の責任を追及すべきで小売業者が二流品を一流品として売った場合， 買主の
そのことによって生ずる損害を製造者に請求することはおか しいとする
の見解に答える必要は依然としてあるといえよう。Prosser
7hﾆだ， 消費者と小売業者とで現代の大量牛産大量消費の時代にあっては，
多くは製造者が小売り価格・品自由に価格や契約内容を決めるのではなく，
質を支配している。たとえそうでなくとも， それらは画一化されてきている
ので製品の通常目的の適合性について製造者に責任を認めたとしても問題は
（138）
それほど生じないともし､える。Ｃａｎｅも製造者が品質について具体的な表示
をした場合に加え，製造者が実際に価格を支配している場合にも粗悪な品質
（139）
lこ対する製造者の責任を肯定する。
一般論としては，以上のようなことがいえたとしても，小売業者が暇疵あ
る製品として製造者が供給した製品を暇疵のない製品と して売るようなこと
屯皆無とはいえないであろう。この点については，(1)小売業者が製品の価値
と関係なく高い価格をつけたり価格以上の表示をした場合には，その旨を立
（140）
証すれば製造者は責任を軽減ないし免れること力:できる。(2)製造者は瑠疵の
ある二流品である旨を知らせ，しかも，それに相応して減額して売れば，そ
（141）
の理疵を知らせずに通常の価格で売った小売業者力:責任を負うべきである。
このような反論がなされている。このような場合，私は，製造者は暇疵を梢
費者に開示して始めて免責されるべきではないかと考えるが， いづれにせよ
の批判をかわすことは可能であると思われる。Pro=ser
小売業者が適正な価格をつげたとしても， ある製品が通常の目的しかし，
に適した品質か否かはその価格と全く無関係というわけにはいかない。先に
製造者の義務の程度の－基準として製t述べたように，Santor判決でも，
造者が製品が売られるであろうと合理的に考えられる価格が当然含まれると
したのである。
製造者に対して，通常の目的さらに十分な検討を要すものと思われるが，
に適している製品を供給する義務を課すことは不可能ではないといえよう。
112
現にキャリフォルニアやサウス・オーストラリアでは，
（142）
ような責任が課せられているのである。ﾌﾞﾋﾆだ，ここで，
すでに製造者にその
次の２点につき述べ
Peter判事が指摘するようにこのような責任を製造者ておきたい。倉
に課すことは，
いう点である。
第１は，
消費者製品ないし消費者取引に限定されるべきではないかと
商人間にあっては製品の品質や価格は直接の契約当事者間に
かつそのような契約の自由を尊重すぺぎ
第２に，このような責任を課す上でのこ
よって決定されるところが大きく，
ではないかと思われるからである。
たとえ「契約れまでにあげた問題は，
責任」でいったとして
不法行為責任に固有のものではなく，
う点である。むろん，不法行為責任にも
問題となっている損害がエコノミック．
も生ずるという点である。
とづけば英米にあっては現在でも，
｢契約責任」ロスであるとい うただそれだけの理由で賠償は困難となるが，
でいったとしても実質的な問題は異ならないといえるのである。 むろん，こ
とが妥当であるかも大いに問題のような責任を不法行為責任であるとするこ
となりさらに検討の余地があろう。
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統一商法典2-316条(1)は ｢明示の保証を創設するに適切な字句または行動と，
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保証を否認し制限しようとする字句または行動とは，合理的でありうる場合には
相互に両立するものとして解釈せられるべきものとする；しかし口頭証拠または
外部証拠（paroloresctrinsicevidence） についての本編の規定 (2-202条）
認または制限（negationorlimitatioに従うが，否認または制限（n ionorl mi ation）は，かかる解釈が不合
理（unreasonable）となる範囲においては効力を有しない｡」と規定する（Ｒ・
プラウカーー道町信一郎・アメリカ商取引法と日本民商法ｌ売買206頁（1960）
tion）は，か る
￣
の訳による)。
(125）
(126）
(127）
Pγo“ｃＺｓＬｍ６'"bﾉﾙｧｺﾞspγ"αe〃cc， s"かａｎｏｔｅｌ２，ａｔ963-4.
）ＣＭＩＬＬＥＲＡＮＤＰ，LovELL，ｓ”γαｎｏｔｅｌ９，ａｔ344．
）SWADDAMs,ｓ”ずanote,40,ａｔ227.Waddamsは直接的エコノミック
ロスと間接的ニコノミック・ロスとに分けて論旧i蜜る゜製品の価値の減少という
直接的ニーノ ミック・ロスは製品の売買によって生ずるので, 製品の価格が問題
いては，製造者がとなる（〃,ａｔ３１)。そ
現実に不実表示をなして，
こで，直接的エコノミック・ロスについては，
そのことによって生じた場合lこの承製造者に責任を認
その他の場合には代価が支払われた者に対して， 製品の価値の減少という直め，
接的ニコノミック・ロスの賠償を求めるべきである（〃,ａｔ29,227)。これに対
して，結果的エコノミック・ロスの賠償については,(1)財産損害の賠償が認めら
れれぱ，エーノミック・ロスを区別する理由はない，(2)実際に暇疵に責任のある
製造者ではなく，直接の売主からエコノミック・ロスの賠償が認められるべきだ
とするのはおかしい，(3)一連の保証責任訴訟を通して，製造者は責任を追及され
るのであるならば，直接に製造者を訴えることに反対する理由はない，(4)他のネ
グリジェソス訴訟と異なり，製造物責任の場合，製品の供給を業とする者が被害
となるので，責任範囲の拡大による負担のおそれは他の場合よりも少ないなどの
理由によって肯定する（、,ａｔ35-6)。そして，エーノミック・ロスか否かで賠
償の成否を決すべきでなく，近因（proximityorremoteness）によって損害
の範囲を決すぺしという〔Wnddams，ＰγOazcc'sLia6iJfty-DzcbノオｏＷｔｚγ"－
ECO"ひ”cLoss,５２CAN.Ｂ・ＲＥＶ､９６，１０１（1974)〕。
(128）Cane,ｓ”ずα､ｎｏｔｅｌ８,ａｔ139.Ｃａｎｅは，製造者の表示が存在しない場合
にも製造者が現実に価格を支配している場合には，たとえ消費者と契約関係がな
くとも直接的エコノミック・ロスに対する製造者の責任を肯定する(必ｉの。もつ
とも，それほど詳しく論じていない。
(129）Franklin,ｓ”γαｎｏｔｅｌ４,ａｔ983-6．その理由として， (1)統一商法典はネ
(2)エコノミック・ロスが製救済を排除する意図はなかった。グリジェンスによる
他に特別の事情がなげれば少なくとも造者の合理的な予見しうる範囲内であり，
そのことによって注意義務が生ずるような場合，ネグリジニソスによる責任を認
めたとしても製造者が破産することばない。(3)多くの場合,製品が存在し検査が
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なされるであろう力､ら通常のネグリジ エソスの事件よ りも乱訴が増加する可能性
ミヅク・ロスについて小売業者に対して保証責任によって救済＄ない。(4)二コ
されたとしても，
(4)ニコノ
それが常に満足のいくものではないし， 相当な注意を払うこと
が法によって助長されるぺきである。 (5)エーノミック・ロスと物理的損害を売買
法と不法行為法との区別の基準にすることには疑問であるとする。 もっとも，
Franklinはネグリジェソスによる賠償が他の方法よりも全体からふてより好ま
しいものであると指摘しているわけではないという (、､985)。
(130）〃・ａｔｌＯ１９．
(131）商品性の保証についてはＵＣＣ§2-314．この規定と解説についてはＲ・プ
ラウカー＝道田信二郎・アメリカ商取引法と日本民商法197-2020960）参照。
(132）Franklin,ｓ”γαｎｏｔｅｌ４,ａｔ979-80.
(134）Ｓｅｅｌｙｖ・WhiteMotorCo､４０３，２．］45,156（1965)．
(135）Santorv･ＡａｎｄＭ,Karagheusian,Inc.,207Ａ､２．３０５，３１３（1965)．
(136）Ｄ,ＮｏＥｎＡＮＤＪ､PHILｴPS,ｓゆずαnotelOO,ａｔｌ１３；Smlllie,ｓ”γαｎｏｔｅ
２４，ａｔ118$Bennett，ｓ”ｍｎｏｔｅｌＯ５，ａｔ344-5.
(137） Pγ０回"cｵｓＬ/α6"ibﾉﾙｿﾞﾉspγ“e"Ce， at93a
CoNsuMERsANDTHE
s"力γαｎｏｔｅｌ２，
(138）Edmeades，ｓ”ずｃｚｎｏｔｅｌ２ａｔ６７８；RCRAsToN，
ＬＡＷ,145-6（1978)．
(139）Cane,ｓ”γzznotel8,ａｔ138-40．
(140）Edmeades,ｓ”γαｎｏｔｅｌ２,ａｔ677-8.
b138-40.
12,ａｔ６７７－ａ
ａｔｌｌ８－９，
ＡＮＤＴＨＥＬＡｗ，
(141）
(142）
Smillie，３噸γcｚｎｏｔｅ２４ｊ
Ｒ・CRANsToN，CoNsuMERs 147-8（1978）参照。
６純粋なニコノミヅ
これまでエコノミック
題点を検討してきたが，
ロス賠償の必要性ヅク
ロスの承の損害に対する製造物責任の可能性と問
この損害についても被害者は直接契約関係に立つ小
売業者に対して契約責任を追及しう ることには英米においても何ら問題はな
そもそも被害者保護にとってこのような処理で十分であり， 製い。そこで，
造老の責任を追及する必要がはたしてあるのかという疑問に触れておかなげ
れぱならないであろう。
この点についての反論をま とめれば以下のようになる。 (1)暇疵をつくり出
製造者は容易に暇疵の修理費や瑠疵から生ずるエゴしたのは製造者であり，
ノミック・ロスを消費§ロスを消費者大衆に分散しうる。 これに対し小売業者はしばしば
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単なる導管にすぎない。また，消費者の多くも単なる暇疵についても製造者
（143）
に責任力:あると考えている。(2)小売業者に責任を追及したとしても暇疵を製
って製造者が責任を負う。り出したとすれば究極的には求償によ造者がつく
とすれば，直接製造者が被害者に対して責任を負えば，求償に要する時間と
（144）
費用を節約しうることとなる。(3)小売業者力:破産したり廃業した場合，その
（145）
危険は何ら責任のない消費者よりも過失のある製造者力:負うべきである。（４）
製造者に過失があれば，たとえエコノミヅク・ロスの承の損害が発生しても
法が責任を課すことによって，そのような損害をもたらさないよう相当な注
（146）
意を製造者が払うように助長されるべきである。むろん，小売業者の承ｶﾐ契
約責任を負ったとしても求償によって最終的には製造者が責任を負担するこ
ととなると一般的にはいえる。だが，中間にいる業者の破産，免責条項の存
出訴期限を越える時の経過などによって製造者が責任を免れることがあ在，
（147）
りうる。そこで，直接製造者Iこ責任を課すべきである。
暇疵ある製品を交換修理する費用の賠償についてこのような反論に対し，
Iま多くは格別の資力を要しないのであるから， その責任を小売業者に留めて
おくことに特別に問題はないのではないかという見解が考えられよう。 しか
ただそれだけの消極的な理由では上の反論を覆すに足る十分なものとはし，
なりえないｏそのためにはさらに，
な理由が要求されるであろう。し》
製造者の責任を否定すべきとする積極的
それらの点についてはこれまで検討しかし，
してきたので繰り返し論ずろ必要はないであろう。
(143）
(144）
(145）
(146）
(147）
Bennett，szJがanote1O5，ａｔ345．
Smillie，ｓ”γαｎｏｔｅ２４，ａｔ119．
Smillie，ｓ”γαｎｏｔｅ２４，ａｔｌｌ９；Franklin，ｓ""αｎｏｔｅｌ４，ａｔ985．
Franklin，ｓ"γαｎｏｔｅｌ４，ａｔ985．
Smillle，ｓ”γαｎｏｔｅ２４，ａｔｌｌ９．
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Ⅵ結語
１以上，純粋なエコノミヅク. ロスに対する製造物責任についての英米
その責任肯定の是否をめぐの判例を概観し， 問題の所在を明らかにすべ<，
･学説の論議を整理 これらの点をまとめるとともに，ろ判例 ･検討してきた。
わが国でこの問題をいかに考えるべきかを若干述ぺ結語としたい。
２英米において多くの例外があるものの純粋なエコノ ミック・ロスの賠
によっては認められないとする原則が償は不法行為法（特にネグリジェンス）
依然として存在する。そこで，製造４製造物責任にあっても，欠陥の修理費や欠陥
ロスの承の損害の賠償をネグリジによる営業上の損失などのエコノ ミック。
･不法行為法上の厳格責任にもとづいて認めることに英米の裁判所のエンス
多くは現在においても否定的である。 ノミヅク・ロスと物理的
イギリスにあっては製品
また，生命自体・財産に
しかし， ニコノ
財産損害との区別自体必ずしも明確なものでない。
自体に対する物理的損害を物理的財産損害として，
対して危険な欠陥の危険性を除去するとい う意味での修理費についてもエコ
ロスか否かは別としてネグリ ジェンスにもとづく賠償を認める煩ノミック・
向にある。 うな修理費をも物理的損害とする。一ユージーランドではこのよ
たとえ製品自体の損害であったとしても，アメリカにおいては， それが事故
よるものであれば物理的損害としてネグリ ジェンスや不法行為法上の厳格に
責任にもとづく賠償が多くの裁判所で認められている。
ネグリジェンスであれば不法行為法上の厳格責任であれ， 人の生命身体．
財産に不相当に危険な製品を市場に出すことに帰責原因を求めるとすれば，
製造者がそのような危険な製品を市場に出した時点ですでに帰責事由が満た
されたこととなる。それにもかかわらず， 実際に生じた損害がエコノ ツク
・ロスであると いう理由で不法行為法による賠償を否定すぺきだとする見解
|ま，他に否定すべき納得できる理由が存在しない限り説得的なものとはなり
（147）
えないのでIまないか。詳しい点は再論しないが，前述のごとく，そのような
納得できる理由は存在せず， むしろ賠償を肯定すべき多くの理由を歌い出す
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ことができた。それゆえ，英米でエコノミック・ロスを物理的損害とするこ
とによって事故による製品自体の損害や製品に対する物理的損害の賠償が認
められてきているといえよう。しかし，このような方法にも限界がある｡ア
（148）
メリカで「製造物責任問題」に端を発して1979年１月に商務省ｶﾐら出された
（149）
統一製造物責任法草案（DraftUniformProductLiabnityLaw）では多く
Ｑ判例を尊重し，製品自体の損害を「製造物責任」によってカバーされる損
（150）
害概念の中に含ませていた。だ力:，このような損害はエコノミック・ロスで
統一商法典によって処理されるべきであるとの批判が強く，あり， 同年10月
に公にされた模範統一製造物責任法（ModelUniformProductLiability
（151）
Act）もこのような批半Uを受け入れ製品自体の損害を「製造物責任」によっ
（152）
て保護されるべき損害から排除した。その理由とするところは，先にも二八た
製造物責任で保護されるべき製品自体の損害は事故によるものでなように！
それ以外のものは単なる取引上の損害ければならないとされ， (1oｓｓｏｆｔｈｅ
bargain)で不法行為法の対象とされていないが，製品が全くこわれてしまつ
（153）
た場合にそのような区ＦＩをすることは困難であるという点にある。しかし，
製品自体の損害と製品以外の財産に対する損害の区別も必ずしも明確ではな
好ましい解決は発生した損害がエコノ ミック・ロスか杏かを問わず，製い○
造者に不相当に危険な製品を供給しない注意義務違反があれば責任を不法行
為法で肯定することであろう。もっとも，現在のアメリカでは，制定法であ
る統一商法典上の保証責任とコモンロー上の不法行為法上の厳格責任の対立
ミヅク・ロスの存在を現実には全く無視はしを解決するカギとしてのエコノ
えないという事』情が存する。
むろん，わが国ではこのような事情とは無縁である。そうであるとすれば，
わが国にあって， 不相当に危険な製品を供給しない注意義務が製造者にある
製品自体への損害が発生したり，ことば問題がないので， 単に不相当に危険
な欠陥が存在する場合であっても，少なくともそれらに含まれている危険を
（154）
除去する費用の賠償は認められるべきであろう。このような損害lま上の注意
義務の保護範囲ないし相当因果関係内にあるといえるからである。
118
英米における製造物責任におけるエコノミこのようなことから、３このような ２
・ロスをめぐる議論は全く
ツタ
わが国において意味のないものであったとはいえ
安全ではあるが粗悪な品質の製品を供給しない義務を課すない。製造者に，
ことができるかという問題は英米と同様わが国でも議論の余地があると考え
このような注意義務が製造者に認められるとすれば，られるからである。 消
費者は製品の安全性と関係のない単なる暇疵の修理費も製造者に賠償しうる
ｿの暇疵の修理費が問題となった事件で，Iまずである。だが，マソシミ
高等裁判所は，「商品の暇疵
東京ヨ
･欠陥に基く商品価値の減少それ自体の損害(完
全な商品として代金を定めて取引したのに暇疵・欠陥のためより低い価値しかない場
製造者らの詐欺行為等特別の事情がない限合における右代金額との差額）は，
製造物責任の対象である損害に含まれないと解するのが相当である。 けり，
だし，かかる損害は商品の流通過程における個別的・具体的な契約内容に応
（155）
じて個別的に損害額をきめることになる｡」と半Ⅱ示した｡このような見解は
､て一般的なものであるといえる。 むろんわが国において，そのわが国にお↓
ロスであるという理由で不法行為法による賠償ような損害力:エコノミック.
が否定されているわけではない。だが否定する実質的理由は英米におけるも
ができよう。 その意味では，現在わが国にあってのとほぼ同一だと承ること
＄製造者に安全ではあるが粗悪な品質の製品を供給しない注意義務は課せら
また，前述したごとく一般的にそのような注意義務れてはいないといえる。ま７
を製造者に負わせることも， 製造者は製品が安全であればその品質について
最終消費者に常に何らの責任は負わさないとすることも妥当ではない。そこ
製造者に自らが供給した安全ではあるが粗で，わが国においても，問題は，
どの程度の責任を課すことができるかという点悪な品質をもつ製品に対して
にある。
アメリカでは， 明示の保証のないし不実表示の理論によ り製造者が一般犬
とづいて製品の価値の減少のよ うな損失についても製造
lerとLovellおよび力
衆になした表示にも
者の責任が肯定されている。イギリスのCane,Miller
らも基本的にはこのような製造者の責任を認める。 前述ナダのＷａ細FｗｎＲ
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そこで，わが国にあのごとく認めたとしても何ら実質的な問題は生じない。
少なくともこのような表示責任を民法709条で構成するこ とlこよっっても，
て製造者に対して安全ではあるが粗悪な品質に対する責任を追及しうると解
ミック・ロスの賠償
こ限定する。しかし，
すべきであろう。アメ リカの多数の判例は純粋なエコノ
を製造者が製品の品質につき具体的な表示をなしたときに かし
製造者に瑠疵や品質わが国ではさらに安全ではあるが粗悪な品質について，
の開示義務や通常の目的に適した製品を供給する義務を課すべきであろうか。
このような責任を課す上で生ずる契約自由の侵害や損害の広範化の問題， さ
消費者製品ないし消費者取引の領域にあっては解決らには価格等の問題も，
が可能であり，
ろ。すでに，
そのような義務を製造者に負わせる必要性が大きいと思われ
｢事業者の職業上の地位と，浜上教授。加賀山氏は， 事業者と
消費者の間に商品の知識について不均衡があることから」 ｢事業者は消費者
警者注〕)』が生じな
とされ，行政法規
に物理的損害や「金銭損失（本稿でのエコノミヅク・ロス 〔筆者注〕)』
いように適切な商品表示をする不法行為上の義務がある」
により個舜の商品について適切な表示の基準が定められなければならないと
（156）
主張されてし､る。また，立法論なし､し解釈論として，製造者も製品の「暇
疵」について品質保証書がない場合にあっても，修理義務，代替品提供義務
（157）
あるいは損害賠償義務を負うべきであるという見解が出されている○私Iまこ
れらの見解に基本的には賛成したいと思うが， 製造者の品質の開示義務と通
常の目的に適した製品を供給する義務の関係， 後者の義務を英米で主張され
ているように不法行為法上のものとすることの当否の問題， 価格との関係の
問題などの点について今後さらに十分な検討をしていきたい。
製品の安全性とかかわりのない品質についても一定限度４このように，
で製造者に不法行為責任を追及しうるとするならば， 製品の安全性加何を問
製品の品質に対する製造者，わず， 流通業者らの責任を製造物責任と呼ぶべ
ぎであろうか。呼称の問題であるので， そのように解することも可能である。
たとえ両者を含めて製造物責任としたとしても， それらは一応区別しかし，
して考えるべきではなかろうかと思う。
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製品を使用する過程で生命身体・財産に損害が発生する場合， 被害者がそ
のか．またの製品を売買契約によって得たのか， 贈与契約により手に入れたのか，
|土借りたしのかは，そのよ うな損害の賠償に何ら影響をもたらさない。 原告
が全くの第三者である場合も同様である。 基本的には，以上のどのような場
合であれ同一の準則が適用されるべきであろう。 すなわち，製品の価格や契
また，暇疵担保責任の場合のよう'こ
とえ明白な欠陥であっても，その欠
約の具体的内容は何ら問題とならない。
｢かくれた」欠陥である必要はない。たとえ明白な欠陥であっても，
陥のもつ危険性が当該製品にとって本来必要不可欠のものでないのであれば，
製造者は消費者の生命身体・財産の安全確保のため，そのような欠陥を除去
（158）
する義務が課せられることもありうる。そうでなければ，製造者Iま製品に合
まれる危険を十分に警告すれば常に自らの注意義務を尽したこと となる。し
消費者が警告された危険を正当に評価することは困難である場合が多かし，
<，かつ明白であることを認識しえない第三者も問題となるのであるから，
（159）
製造者の注意義務は警告義務に限定されるべきでI主ない。
製品自体に損害が発生したり単な不相当に危険な製品が市場に供給され，
る欠陥が存在して危険を除去する費用が問題となっている場合にあっても，
以上のことは基本的には当てはまるといえるであろう｡ ろん，これらの損
また，欠陥の危険
むろん，
害を蒙ろ者は， 製品の所有者ないし占有者に限定される。
性を除去する費用の損害の場合， その危険性は予想される消費者の使用にと
って危険か否かが判断されるという意味ではその損害は製品の使用と密接な
関係があり， 契約内容や製品の価格は問題とならないが， その損害が製品の
使用によ って生ずるとはいえないかもしれない。
これに対して，製品が安全ではあるが， その品質が消費者の期待と一致し
ていないとする損害は， 製品の使用の際に生ずるにいうものではなく主とし
て売買契約という取引によってもたらされると染ることができよう。 そこで，
このような損害はもっぱら直接の契約者たる小売業者に請求すべきであると
主張されることとなる。しかし， 現代社会にあっては多くの場合製造者が実
際には製品の品質や価格を支配しており， 消費者も製品の品質については小
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売業者よりも製造者を信頼している。 事後的に取引の公正を図るためには，
小売業者に厳しい責任を課すことによってその目的を達成するこ ともある程
度可能であろう。だが，予防的観点からすれば，消費者取引にあって公正な
取引を実現するためにはもはや小売業者仁の糸責任を課すだけでは十分では
製品の品質や価格を支配している製造者に対しても何らかのない。事実上，
法的義務を負わせる必要が生ずることとなる。 たとえば，これまでにも述べ
陥，品質についての開示義務うに製造者に不実表示責任を課したり， 欠陥，たよ
や通常の目的に適した製品を供給する義務を負わせるこ となどが考えられる。
製造者と最終購買者たる消費者との間には直接の契約関係が存在しないので，
従来の理論からすれば，
ん，このこと自体も問）
これらを不法行為責任と構成することとなる。 むろ
のこと自体も問題であろうが，法的構成をどのようなものとするにせ
よ通常の目的に適した製品を供給する義務を製造者に課したとしても， その
注意義務は安全な製品を供給すべき注意義務と異なり， その製品が最終購買
。また，安全性の問者に売られる価格と全く無関係というわけにはいかない。
製造者の注意義務は先に例示したいづれであっても，題とは異なり， 生活者
たる消費者に対するものではなく， 最終購買者たる消費者に対するものであ
ろう。そこで， 欠陥自動車により負傷した歩行者のよ うな第三者はここでは
る場合も「かくれた」全く問題とならない。さらに，製品の暇疵が問題となる場
ものであることが要求されるであろう。
私は依然として製造者の製品の安全性に対す以上のような相違からして，
ろ責任と製品の単なる粗悪な品質につし ､ての責任を区別して取り扱うことは
それなりの意味があると考えるわけである。
(147）製造物責任研究会では種だの議論をした結果，確かに欠陥品であるけれど，
まだ具体的に製造物の欠陥により自然人が生命，身体または財産に損害を受ける
までは至っていない欠陥品については従来の処理に委ねるという方針をとること
にしたという（シンポジウム
〔1976〕)。
(148）この点については，拙『
｢製造物責仔立法」私法38号84-5頁 (川井発言）
拙稿｢アメ リカにおける製造物責任のノー｡ フォルト責
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任への展開」国士館法学10号369頁以下（1978）参照。
(149）FederalRegisterVo1，４４，Ｎ０９，２９９６（1979)．
(150）
(151）
(152）
(153）
(154）
DraftUniformProductLiabilityLaｗＳｅｃ､１０２(4)．
FederalReglsterVoL44,No.212,62714（1979)．
ModelUniformProductLiabilityActSec､１０２（Ｆ)．
FederalRegirterVoL44,No.212,62714,62719（1979)．
｢製造物責任とは」乾・平井編・企業責任145-16頁（1973）浜上則雄 'よ，
主と｢エコノミック・ロスの糸の損害賠償の問題は,不完全履行の問題として，
して契約法の領域の問題として処理されるべき問題であるように思われ」 るとす
メーカーが品質保証書を消費者に発行しているときには， メーカーに商品るが,
欠陥に関して過失がある限り，エコノミック・ロスの承が発生した場合にもメー
カーは損害賠償責任を負うとされる。また,商品自体の滅失殴損は理論上は暇疵
惹起損害であり，709条の悪件を充たす限りそれを否定する理由はないとされる。
北川善太郎・植木哲「製造物責任の諸問題(1)－責任の性質一不法行為か債務不履
行か－」現代損害賠償法講座4,298頁（1974）は，「不法行為としての製造物責任
で特別立法をすれば格別，消費者の修補請求権，それを前提とした修理費用の賠
で 09条の
植木哲「製造
償請求権等の契約法上の賠償法理をそのままもち込むのは無理であろう。むしろ
こうした物自体にまつわる損害関係の救済には， 契約法，ことに保証書取引や行
命侵害が生じたり，拡大されたただ，実際に生命侵害が生じたり，政法がこれにあたることになる。
その原因となった商品の価値の滅失殴損は，物損が生じた際に， むしろ堰疵結
果損害に含まれるといえようか。 さらに，かかる危害・危険の発生防止に要した
費用も暇疵結果損害に入れてよいであろう。なお検討を要する問題である｡」と
述べられる。植木哲「製造物責任における注意義務」私法38号184頁（1976）は
欠陥概念について言及される中で，「欠陥は，生産物の危険性の表象であるとと，
屯に，物理的暇疵にあっても拡大損害や危険防止費用を惹起せしめるものを含む
と解すると」言われる。
(155）判例タイムズ330号288-9頁。
･加賀山茂「商品表示と消費者保証(､」(156）浜上則雄
（1979)。
ジュリスト690号124頁
(157）経済企画庁消費者行政課編「消費者被害の救済―その制度化の方向」５０頁，
107-10頁（1975)，竹内昭夫「消費者保護」現代の経済構造と法61頁（1975)，伊
藤・木元・小松「消費者の権利」73-4頁（伊藤執筆）（1976)。また，北川善太郎
･現代契約法Ｈ（1976）を参照。
(158）この点については，私は,「自動車製造者の責任一『二次衝突』事件を中心
に－」国士館法学９号145-150頁（1977）で比較的詳細に検討したことがある。
また，浜上則雄「製造物責任の諸問題(2脂欠陥」現代損害賠償法講座4,344頁以
製造物責任とエコノミック・戸ス（執行秀幸）１２３
下（1974）参照。森島昭夫「製造物責任における警告義務一ストマイ全聾事件判
決を契機として－」ジュリスト684号54頁以下（1979）も参照。
(159）アメリカで製造物責任における警告義務の位置づけについて，Henderson
とTwerskiらとの間に論争がなされてきている。 Henderson,"`iciaJRe"iezo
Ｃｌ／Ｍｚ""/Yzc'”e応，ＣＯ"scio配Ｓｃﾉｾo/ceSfTﾉｹCLi加ﾉﾉｓｑ／Ａ〃“jca"o"，７３
CoL.Ｌ・ＲＥＶ,１５３１（1973)；Henderson,Desig〃、舵ｃｊＬ"jgnｵｶﾞo〃RepisjZea，
６１CoRNELLLREv､５４１（1976)；Twerski,Weinstein，Piehler，ｍｃＵＳｃ
α"ａＡ６Ｗｓｅｑ／Ｗαγ"i〃ｇｓｆ〃Ｐγc“cｵｓＬｉａ６"iiy-“s電〃、傘crL"…fi0〃
ＣＯ腕Ｃｓ”AgF,６１CoRNELL.Ｌ,ＲＥＶ,４９５（1976)．Hendersonは製品の設計
裁判所で欠陥か否かを判断することは困難でありかつ妥当でが問題となる場合，
このような問題の場合， もっぱら警告義務で処理すべしとする。ないとして，このような問｝
れに対し，Twerskiらは，
シ」
裁判所は設計上の欠陥か杏かを十分判断可能である
として，あまりにも警告義務にたよりすぎることを批判する。私自身も，製造物
責任において，警告義務をあまり過大評価すべきでないと思っている。拙稿「ア
メリカにおける危険の引受けの法理の行方一製造物責任における危険の引受けの
検討の前提として－」国士館法学11号85頁以下（1979）参照。また，Ｅｉｋｅｖｏｎ
Hippel，Vebraucherschutzdurchlnformation？MOglichkeitellund
Grenzen,１９ZfRV1100975)をも参照。
｢製造物責任における警告義務一ストマイなお，警告義務については森島昭夫
全聾事件判決を契機として－」 ジュリスト684号54頁以下（1979） ;横田貢一「生
産物責任における説明義務(-X=X三)」立命館法学143号18頁以下， 146号23頁以下，
147号20頁以下（1979）参照。
